
平成 24 年５月 11 日  

金融庁 

金融商品取引法施行令等の一部を改正する政令について 

金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 22 年法律第 32 号）のうち、公布の

日（平成 22 年５月 19 日）から起算して２年６月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行することとされている部分（店頭デリバティブ取引等に関する清算機

関の利用の義務付け、取引情報保存・報告制度の創設）の施行に伴い、所要の規定の

整備を行うための「金融商品取引法施行令等の一部を改正する政令」が本日閣議決定

されました。本政令は、平成 24 年５月 16 日（水）に公布される予定であり、同年 11

月１日（木）から施行されます。 

なお、本政令は、金融商品取引法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴い当然

必要とされる規定の整理を内容とし、また、国の機関の所掌事務の範囲及び国の機関

相互間の関係を定めるものであることから、行政手続法第４条第４項第１号及び第６

号並びに第 39 条第４項第８号に該当するため、同法に定める意見公募手続（パブリ

ックコメント）は実施しておりません。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局市場課（内線 3687） 

（別紙）金融商品取引法施行令等の一部を改正する政令（PDF：KB） 
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平成 24 年４月 27 日 

金融庁 

平成 22 年金融商品取引法等改正（２年６ヶ月以内施行）に係る 

内閣府令案等の公表について 

金融庁では、平成 22 年金融商品取引法等改正（２年６ヶ月以内施行）に係る内閣

府令案等を別紙のとおり取りまとめましたので、公表します。 

○ 本件で公表する内閣府令案・告示案 
 概要 具体的な内容 

１ 店頭デリバティブ取引等の規制に関す

る内閣府令（案）【新設】 

［別紙１(PDF: K)］ 

［別紙２(PDF: K)］ 

２ 証券取引等監視委員会の職員が検査及

び犯則事件の調査をするときに携帯す

べき証票等の様式を定める内閣府令等

の一部を改正する内閣府令（案） 

［別紙３(PDF: K)］ 

３ 店頭デリバティブ取引等の規制に関す

る内閣府令第二条第一項及び第二項に

規定する金融庁長官が指定するものを

定める件（案）【新設】 

［別紙４(PDF: K)］ 

○ 施行期日（予定） 

平成 24 年 11 月１日 

ただし、金融商品取引所等に関する内閣府令の一部改正については、公布の日か

ら施行する予定です。 

この案について御意見がありましたら、平成 24 年５月 28 日（月）12 時 00 分（必

着）までに、氏名（法人その他の団体にあっては名称）、職業（法人その他の団体に

あっては業種）、連絡先（住所、電話番号又は電子メールアドレス）及び理由を付記

の上、郵便、ファックス又はインターネットにより下記にお寄せください。電話によ

る御意見は御遠慮願います。 

御意見をお寄せいただいた方の氏名（法人その他の団体にあっては名称）について

は、開示の請求等があった場合には、御意見の内容とともに開示させていただきます

ので、御承知おきください。開示の際に匿名を希望される場合は、御意見の冒頭にそ

の旨を明確に御記載ください。なお、開示に当たっては、御意見の内容に、（１）個

人に関する情報であって特定の個人が識別され得る記述がある場合、又は（２）法人

等の権利、競争上の地位その他正当な利益を侵害するおそれのある記述がある場合、

には当該箇所を伏せさせていただくことがあります。 

御意見に付記された電話番号等の個人情報は、御意見の内容に不明な点があった際

に連絡・確認をさせていただく場合や御意見がどのような立場からのものかを確認さ
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せていただく場合に利用します。 

なお、御意見に対しての個別の回答はいたしませんので、あらかじめ御了承くださ

い。 

インターネットによる御意見はここをクリックしてください。

御意見の送付先 

金融庁総務企画局市場課 

 郵便 : 〒100－8967 

  東京都千代田区霞が関３－２－１ 中央合同庁舎第７号館 

 ファックス : 03－3506－6251 

 ＵＲＬ : http://www.fsa.go.jp/

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局市場課（内線 3687） 
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○既存株主の公平な取扱いに配慮した増資手
法として投資者保護の観点から積極的活用を
求める声がある、ライツ・オファリングに係る開
示制度等の整備

○大会社等に限定されていた、コミットメントラ
イン（特定融資枠契約）の借主の範囲拡大

○子会社等において容認されている、ファイナ
ンス・リースの提供を銀行・保険会社等金融機
関本体にも解禁

○投資運用業の立上げを促進するため、登録
要件を一部緩和する等、顧客をプロ等に限定し
た投資運用業の規制緩和

○外国会社が我が国市場へ上場しやすい環境
を整備し、投資者の投資機会を拡大するため、
英文開示の範囲を有価証券届出書等に拡大

○投資者被害の発生を抑止するため、投資助
言・代理業の登録拒否事由に人的構成要件を
追加

➢ 目論見書の作成・交付義務免除の要件として日刊新聞紙に掲載する
事項を規定

➢ 割当て時ではなく行使時に公開買付規制・大量保有報告規制の適用
を受ける新株予約権を規定

➢ 引受証券会社が未行使分の新株予約権を取得する際の株券等所有
（保有）割合を規定

➢ ライツ・オファリングにおけるインサイダー取引規制の軽微基準（重要
事実に該当しない基準）等を整備

➢ 引受証券会社による新株予約権の行使勧誘について、虚偽告知の
禁止等の行為規制を適用

➢ 銀行・保険会社等金融機関本体に解禁するファイナンス・リースの要
件のうち、中途解約禁止に準ずるもの及び付随費用を規定

➢ 銀行・保険会社等金融機関グループが行うファイナンス・リースを大
口信用供与等規制の対象に規定

➢ 対象となる投資運用業について、顧客であるプロ等（適格投資家）の
範囲や運用財産に係る総額の上限を規定

➢ 最低資本金等の登録要件を緩和

➢ 外国会社届出書の補足書類のうち「日本語による要約」の記載項目
を規定
➢ 外国会社臨時報告書の「提出理由」は日本語によることを規定

その他
○適格機関投資家等特例業務（届出制）に係る届出事項等の追加
⇒届出記載事項に適格機関投資家の名称等を追加

○株式等のブロックトレードの円滑化

⇒証券会社による仲介のための買付けをインサイダー取引規制の適用

対象から除外

○学校法人向けシンジケートローンの金商法の適用除外

⇒銀行等が行う学校法人向けシンジケートローンを金商法上の「みなし

有価証券」から除外

平成23年金融商品取引法等改正（１年以内施行）に係る政令・内閣府令等

我
が
国
資
本
市
場
及
び
金
融
業
の
基
盤
強
化

多様で円滑
な資金供給
の実現

国民資産を
有効活用
できる資産
運用機会
の提供

市場の
信頼性の
確保

資本市場及び金融業の基盤強化のための金
融商品取引法等の一部を改正する法律

(23年５月17日成立・５月25日公布)

（ １ 年 以 内 施 行 分 ）

政令・内閣府令等のポイント
（24年４月１日施行）
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平成23年金融商品取引法等改正
（１年以内施行）に係る政令・内閣府令等の概要

平成24年２月
金融庁総務企画局
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目 次
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・ライツ・オファリングに係る期間の
短縮、コスト負担軽減

・投資者（既存株主）が的確な判断
を行うために必要な情報の提供

効果

①目論見書の作成・交付義務の
免除

②訂正届出書の取扱いの見直し

③コミットメントを行う証券会社の
情報の開示

改正の概要

ライツ・オファリングに係る開示書類の負
担の指摘がある中、開示書類の手続きの
弾力化を図るとともに、投資者へ必要な
情報を提供する。

背景

(ⅰ) 有価証券届出書の提出日
(ⅱ) EDINETのウェブページのアドレス
(ⅲ) 発行者の連絡先

有価証券届出書の効力発生後に継続開示書類が提出される場合でも、
あらかじめ有価証券届出書に当該継続開示書類の提出等の時期が記載されている場合、

訂正届出書の提出は不要

コミットメント型ライツ・オファリングの場合、
有価証券届出書の「新株予約権証券の引受け」欄に以下の情報を記載

○コミットメントの内容
引受けの態様
引受証券会社が発行会社から新株予約権証券を取得する際の対価の金額等

○コミットメントを行う引受証券会社の株券等保有状況
引受証券会社がコミットメントの対象となる新株予約権の全てを取得することに
なったと仮定した場合に、株券等保有割合が５％を超えるとき、当該株券等保有
割合を記載

①株主全員に対する目論見書の作成・交付義務免除の要件として
日刊新聞紙に掲載する事項

③有価証券届出書にコミットメントを行う引受証券会社による引受けの内容等
の記載

開示規制等の整備

②継続開示書類が提出された場合の訂正届出書の要否

内閣府令等
のポイント

ライツ・オファリングに係る制度整備（１）（開示書類関係）
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ライツ・オファリングの利用の円滑化を図ると共に、投
資者保護の観点から適正な規制の適用を図る。

効果

①新株予約権無償割当てが行われた場合
の株券等所有（保有）割合の調整

②引受証券会社の株券等所有（保有）割合
の調整

③特別関係者への自己新株予約権の譲渡
に対する公開買付規制の適用

改正の概要

ライツ・オファリングが行われた場合の株券等所有
（保有）割合の変動の特性を踏まえた公開買付規制・
大量保有報告規制の適用が必要

背景
①新株予約権の行使時の公開買付規制・大量保有報告規制の適用

②引受証券会社が未行使分の新株予約権を取得する際の株券等所有（保
有）割合の調整

③特別関係者へ自己新株予約権等を譲渡する場合の公開買付規制の適用

開示規制等の整備

株主

ﾗｲﾂﾗｲﾂ ﾗｲﾂ
引受

証券会社

特別関係者

発行会社

①新株予約権無償割当て

：

新株予約権の動き

②未行使新株予約権の取得

③形式的特別関係者への譲渡

一定期間経過後、発行されたすべての新株予約権が行使されることが確保されて
いる新株予約権については、その割当て時ではなく行使時に公開買付規制・大量
保有報告規制を適用

引受証券会社が引受け業として取得した株式等を売却する期間を考慮し、
新株予約権の取得日から下記の期間は株券等所有（保有）割合から除外
株券等所有割合（公開買付規制）：60日
株券等保有割合（大量保有報告規制）：５営業日

発行会社がその形式的特別関係者等のグループ内の者へ新株予約権等を譲渡
する場合、公開買付規制を適用

ﾗｲﾂ ﾗｲﾂ

※この他、②に関連して、
引受証券会社が売出し
等により未行使分の新
株予約権（株券）を売却
する際の大量保有報告
書の記載内容について
整理。

ライツ・オファリングに係る制度整備（２）（公開買付規制・大量保有報告規制関係）

内閣府令の
ポイント
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ライツ・オファリングに係る制度整備（３）（インサイダー取引規制・証券会社に対する規制関係）

ライツ・オファリングに係る軽微基準を整備

発行会社による恣意性のない新株予約権の取得・売却に
ついてインサイダー取引規制を適用除外

以下の要件を満たす新株予約権無償割当てを軽微基準として規定

 新株予約権の行使時の払込金額の総額が１億円未満と見込まれること
（株式の募集に係る軽微基準と同等）、 かつ、

 １株に対し割り当てる新株予約権の目的である株式の数の割合が０．１
未満であること（株式無償割当てに係る軽微基準と同等）

発行会社が、重要事実を知る前に決定した計画・期日等に基づいて以下

の行為を行う場合について、インサイダー取引規制を適用除外

• 未行使分の新株予約権を取得条項により取得
• 取得した新株予約権を引受証券会社に売却

内閣府令の
ポイント

新株予約権の行使の勧誘に係る規制

コミットメントを行う証券会社による新株予約権の行使勧誘について、
以下の行為規制を適用

• 虚偽告知の禁止
• 断定的判断の提供の禁止

内閣府令の
ポイント

ライツ・オファリングの特性を踏まえたインサイダー取引規制の整備が必要

背景

① ライツ・オファリングに係るインサイダー取引規制の軽微基準を整備

② 発行会社が重要事実を知る前に決定した計画に基づき新株予約権の
売買等を行う場合について、インサイダー取引規制を適用除外

改正の概要

コミットメントを行う証券会社の「新株予約権の行使を働きかける行為」につ
いて行為規制を整備

改正の概要

ライツ・オファリングにおいてコミットメントを行う証券会社が、自らが取得・
行使する新株予約権の数量を減らすため、不当に権利行使を誘引する可
能性に対応する必要

背景

証券会社に対する規制の整備

インサイダー取引規制の整備
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ファイナンス・リースは、

①中途解約禁止

②物件価格と付随費用をリース料で全額回収
（フルペイアウト）

の２つの要件※を満たすリース取引

※今回金融機関が取扱うことが可能となるのは、リース契約終了後に顧客に所有

権が移転しない内容の契約のみ

①リース契約

リース物件のメーカー

②売買契約 ④物件の納入

リース会社 顧 客

大口信用供与等規制※3

⑤リース料の支払

③物件代金の支払

①中途解約禁止に準ずるもの

・ 中途解約をする場合に、未経過期間に係る

リース料相当額をおおむね全部支払うこと。

②付随費用

・ 保険料、固定資産税のほか、利子・手数料

（リース物件の維持・管理費用等）とする。

・ 金融機関グループが行うファイナンス・リースを

大口信用供与等規制の対象とする。

※1金融機関：銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫、系統、保険会社
※2信用金庫、信用組合、労働金庫、系統は、原則、取引の対象を会員等に限定

※3貸出金等の信用の供与の集中を排除するため、金融機関・グループの債務者等
（単体・グループ）に対する信用の供与の額を金融機関・グループの自己資本に対する
一定割合以下に制限する規制

ファイナンス・リースの要件

金融機関※1本体がファイナンス・リースを提供※2す
ることを可能にする（代理・媒介含む）

ファイナンス・リース取引の流れ 今回の改正内容

銀行・保険会社等金融機関本体によるファイナンス・リースの活用の解禁

内閣府令の
ポイント
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背 景 ・ 効 果

発行条件を記載した発行登録追補目論見書の交付が間に合わなかったこと
による投資者の投資機会の喪失を回避

改 正 の 概 要

①「発行条件の公表方法（ウェブサイト等公表）」を訂正発行登録書等
に記載、
②「発行条件」がその公表方法により公表された場合
⇒ 発行登録追補目論見書の交付は不要

内閣府令の
ポイント

発行登録追補目論見書交付義務の免除

訂正発行登録書等に記載する「発行条件の内容」

訂正発行登録書等に記載する発行条件の「公表方法」

※訂正届出書に係る訂正目論見書の交付義務の免除における
「公表方法」と同様

※ 有価証券届出書には同様の措置が存在

発行条件の公表方法は次のいずれか
・２以上の日刊新聞紙に掲載
・１の日刊新聞紙に掲載し、発行者又は販売証券会社のウェブサ
イトに掲載

・発行者及び販売証券会社のウェブサイトに掲載（投資者が閲覧
した旨等を電話等により要確認）

※訂正届出書に係る訂正目論見書の交付義務の免除における
「発行条件の内容」と同様

発行条件の内容は有価証券ごとに規定
〈株券の場合〉
・発行価格、資本組入額、申込証拠金、引受人等
〈社債券の場合〉
・発行価格、利率、申込証拠金、引受人、社債管理者等

「発行条件」とは発行
価格、利率等をいう。

発行条件決定前 発行条件決定時

発行登録追補書類訂正発行登録書

発行登録目論見書

発行登録書

発行条件・発行条件以外
（発行額等）
・発行条件の公表方法

・発行条件以外
（発行額等）
・発行条件の公表方法

ウェブサイト等公表

＋ 発行条件

発行登録追補目論見書

発行登録における発行条件決定時の発行登録追補目論見書交付義務の免除
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適格投資家向け投資運用業の創設

現行の投資運用業者に係る規制

○運用：厳格な登録要件

○販売勧誘：原則、第一種金融商品取引業の

登録が必要

⇒投資運用業の立上げの制約

背景

顧客がプロ等に限定された一定規模以下の投資運

用業（適格投資家向け投資運用業）について

①登録要件を一部緩和

②当該業者が運用するファンド持分の販売勧誘

についても登録要件の特例を整備

改正の概要

①特定投資家に準ずる者
有価証券等の金融資産保有額が一定以上の者
・保有額が３億円以上の法人又は個人
・保有額が100億円以上の年金基金 等
②業者と密接な関係を有する者
当該運用業者の役職員、親会社等

・運用財産の総額
⇒200億円以下

・最低資本金等要件
5,000万円以上→1,000万円以上

・転売制限(取得した持分の一般投資家への譲渡禁止)
等の潜脱防止措置に係る規定を整備 等

登録要件の一部緩和

政令・内閣府令
のポイント

プロ等（適格投資家）の範囲

一定規模以下

その他

プロ等に限定した投資運用業の規制緩和
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背 景 ・ 効 果

外国会社が上場しやすい環境を整備し、投資者の投資機会を拡大

改 正 の 概 要

有価証券報告書、四半期報告書等に加え、
①有価証券届出書の英文開示（外国会社届出書の提出）が
可能に
②臨時報告書の英文開示（外国会社臨時報告書の提出）が
可能に

内閣府令の
ポイント

発 行 開 示 書 類 等 に よ る 英 文 開 示

外国会社届出書の補足書類の記載内容

外国会社臨時報告書の記載内容

有価証券届出書の
英文開示

組込・参照方式における外国会社報告書の利用

外 国 会 社 届 出 書

日 本 語

英 語
（ ＋補足書類 ）

証券情報

発行者情報

外国会社届出書に添付する補足書類の内容を規定
・発行者情報のうち「主要な経営指標等の推移」、「事業の内
容」及び「リスク情報」の日本語による要約
・外国の開示書類に記載がない事項の日本語又は英語による記
載
・その他外国会社が必要かつ適当と認める発行者情報の日本語
による要約
・有価証券届出書との対照表

組込方式・参照方式の有価証券届出書及び発行登録書における
参照書類に以下の継続開示書類を追加
・ 外国会社報告書

・ 外国会社四半期報告書

・ 外国会社半期報告書

・ 外国会社臨時報告書

「提出理由」については日本語、具体的な「報告内容」については

英語による記載を可能とする

有 価 証 券 届 出 書

日 本 語

日 本 語

証券情報

発行者情報

英文開示の範囲拡大
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※ 適格機関投資家とは、銀行・証券会社等、有価証券に対する投資に係る専門的知識及び経験を有する者をいう。

適格機関投資家等特例業務（以下「特例業務」という。）を行う業者は、
①適格機関投資家１名以上、②それ以外の者49名以下を相手とすることなどを要件に、
登録なしに届出のみで業務（組合ファンドの運用・持分の販売）を行うことが可能

現行制度

近時、適格機関投資家１名以上の要件を満たさない届出業者のファンドで投資者被害が発生
（実体のない法人等において届出が提出される事例も）

背 景

○届出事項の拡充
特例業務要件を満たしているかどうかの把握が行えるよう、適格機関投資家の名称等を届出
○添付書類の追加
届出者の実体を確認するため、届出者の本人確認資料（登記簿謄本等）を届出書に添付

内閣府令の
ポイント

適格機関投資家等特例業務（届出制）に係る届出事項等の追加

302



銀行等が行う学校法人向けシンジケートローンを
金商法上の「みなし有価証券」から除外

 法令の規定により貸付けを業として行うことができる者
（銀行等）のみが行う貸付けであること、かつ、

 銀行等以外への譲渡が禁止されていること

政令の
ポイント

① 証券会社が仲介のために行う５％以上の買付けを、インサイ
ダー取引規制の対象となる「買集め行為」から除外

② 但し、仲介目的であることを担保し、転売できないリスクがあるこ
とを周知するため、証券会社に以下を義務付け
・ 仲介目的の買付けであることを売主と約すること
・ 買付け後直ちに、仲介目的の買付けを行ったことを公表
すること

証券会社による仲介のための買付けを
インサイダー取引規制の適用対象から除外

内閣府令の
ポイント

貸付けのプロのみが行うものとして、以下の要件を満たす学校法人
向けシンジケートローンを「みなし有価証券」から除外

【金融資本市場及び金融産業の活性化等のための
アクションプラン（平成22年12月24日公表）関連】

株式等のブロックトレードの円滑化

大口株主等が保有株式を売却する際に利用するブロックトレードに
おいて、証券会社が仲介のために行う５％以上の買付けが、インサ
イダー取引規制の対象となる「買集め行為」に形式的に該当するた
め、円滑な取引に支障が生じているとの指摘。

※「買集め行為」に該当すると当該事実が未公表の間は売買が
できない。

証券会社による仲介のための買付けは、会社の支配等を目的とする
もの（＝買集め）ではないため、インサイダー取引規制を適用除外に

背景

改正の概要

【「国民の声」規制・制度改革集中受付に提出された提案等へ
の対処方針（平成23年４月８日閣議決定）関連】

学校法人向けシンジケートローンの
金商法の適用除外

銀行等が行う学校法人向けシンジケートローンを金商法の適用除外
に

改正の概要

銀行等が行うシンジケートローン（協調融資）は基本的に金商法の規
制対象外であるが、一定の学校貸付債権が金商法の規制対象（みな
し有価証券）となっているため、学校法人向けシンジケートローンにつ
いても金商法の規制対象となっている。

背景

株式等のブロックトレードの円滑化・学校法人向けシンジケートローンの金商法の適用除外
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( ) 
( ) ( 22 )
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金融商品取引法等の一部を改正する法律案の概要 

Ⅰ 「総合的な取引所」の実現に向けた制度整備 

１．商品・取引所に関する規制の整備  

➢ 商品（注１）を「金融商品」と位置付け、当該商品に係る市場デリバティブ取引を、

金融商品取引所において取り扱えることとする 

（注１）当面、コメ等を除く 

➢ 証券・金融と商品を横断的に一括して取り扱う「総合的な取引所」については、金

融商品取引法に基づき規制し、内閣総理大臣（金融庁）が一元的に監督（注２）

（注２）商品のみを取り扱う取引所については、引き続き、商品先物取引法に基づき規制し、農林水

産大臣・経済産業大臣が監督 

➢ 「総合的な取引所」における商品デリバティブ取引について、当業者（商社、事業

者）等を取引参加者として位置付けられる枠組みを整備 

２．業者等に関する規制の整備 

➢ 取引業者、清算機関等についても、証券・金融、商品を横断して取り扱うことがで

きる制度を整備 

○ 「総合的な取引所」における商品デリバティブ取引に係る業務を第一種金融商品

取引業に追加 

○ 取引業者の行為規制等は、金商法規制を原則としつつ、現行商先法規制等を勘案 

○ 「総合的な取引所」における商品デリバティブ取引の清算を金融商品取引清算機

関の業務と位置付け 

３．不公正取引に関する規制の整備 

➢ 「総合的な取引所」における商品デリバティブ取引に係る不公正取引について、金

融商品取引法の既存の市場デリバティブ取引と同様の規制を適用 

４．農林水産大臣・経済産業大臣との連携 

➢ 「総合的な取引所」における商品デリバティブ取引に係る一定の監督権限の行使に

ついて、農林水産大臣・経済産業大臣との事前協議等の規定を整備し、相互連携を確保 

Ⅱ 店頭デリバティブ取引等の公正性・透明性の向上 

・ 店頭デリバティブ規制の整備 

➢ 店頭デリバティブ取引における電子情報処理組織の使用義務付け 

我が国市場の国際競争力の強化

及び利用者利便の向上 

我が国金融・資本市場を取り巻く環境の変化 〈背景〉

グローバルな金融・資本市場の混乱を

踏まえた金融システム強化の必要性 

利用者が安心して取引できる

適切な規制整備の必要性 

資料３－３－２ 
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   ○ 国際的な制度整備の要請も踏まえ、金融商品取引業者等が、一定の店頭デリバテ

ィブ取引を行うに当たり、金融商品取引業者等が提供する電子情報処理組織を使用

することを義務付け 

○ 外国から電子情報処理組織を提供する者については、内閣総理大臣の許可により、

金融商品取引業者等を相手方とする店頭デリバティブ取引等を可能とする制度を

整備 

Ⅲ 適切な不公正取引規制の確保

１．課徴金制度の見直し 

➢ 虚偽開示書類等の提出等に加担する行為に対する課徴金の適用 

○ 外部協力者が、発行者等による虚偽開示書類等の提出等に加担する行為を、課徴

金の対象に追加 

➢ 不公正取引に関する課徴金の対象拡大 

○ 金融商品取引業者等以外の業者や投資家が、顧客等の他人の計算で行った不公正

取引について課徴金の対象に追加 

➢ 課徴金の調査において、違反者等に出頭を命ずる権限を追加 

○ 外部協力者に対する課徴金及び不公正取引を行った者に対する課徴金に係る事

件の調査権限として、違反者等に対する出頭命令を追加 

２．インサイダー取引規制の見直し 

企業の組織再編に係るインサイダー取引規制の適用除外 

  ○ 事業譲渡による保有株式の承継について、インサイダー取引の危険性が低い場合

（株式が承継資産の一部（20％未満）の場合等）を適用除外とする 

（注）合併・会社分割についても、事業譲渡と同様の規制とする 

  ○ 合併等の対価としての自己株式の交付を、新株発行の場合と同様に適用除外とする 

Ⅳ 施行日 

① 「総合的な取引所」の実現に向けた

制度整備 

② 店頭デリバティブ規制の整備 

③ 課徴金制度の見直し 

④ インサイダー取引規制の見直し 

３年以内 １年半以内

公布 

１年以内
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平成 24 年３月 30 日  

金融庁 

「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」等に

対するパブリックコメントの結果等について 

１．パブリックコメントの結果 

金融庁では、「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」

等につきまして、平成 24 年２月 29 日（水）から平成 24 年３月 21 日（水）にかけて

公表し、広く意見の募集を行いました。 

その結果、５の個人及び団体より延べ 11 件のコメントをいただきました。本件に

ついてご検討いただいた皆様には、ご協力いただきありがとうございました。 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方

はこちら（PDF：K）を御覧ください。 

２．改正の概要 

（１）企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令 

   有価証券届出書及び有価証券報告書の記載内容を以下のとおり改正します。 

  イ 「役員の状況」において、役員が社外取締役又は社外監査役に該当する場合

には、その旨を欄外に注記する。 

  ロ 「コーポレート・ガバナンスの状況」において、社外取締役又は社外監査役

の提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容（ない場合はその旨）を

記載する。（従来の開示ルールの明確化） 

（２）企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイドライン）

の一部改正 

   従来、「コーポレート・ガバナンスの状況」において、社外取締役及び社外監

査役と提出会社との利害関係について記載されている点につき、 

イ 社外取締役又は社外監査役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は

あった場合における当該他の会社等と提出会社との利害関係が含まれること 

ロ 上記の記載においては、金融商品取引所が開示を求める社外役員の独立性に

関する事項を参考にすることができること 

に留意することとします。 

３．公布日等 

本件の内閣府令は本日付で公布・施行されています。なお、改正後の規定は平成

24 年３月 31 日以後に終了する事業年度を最近事業年度とする有価証券届出書及び当

該事業年度に係る有価証券報告書から適用されます。具体的な改正内容については別

紙をご参照ください。 

資料３－４－１
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お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局企業開示課（内線 3665） 

（別紙１）企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令 

（別紙２）企業内容等の開示に関する内閣府令 新旧対照条文 

（別紙３）企業内容等の開示に関する留意事項について 新旧対照条文 
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資料３－４－２ 

有価証券届出書を提出せずに有価証券の募集を行っている者の名称等について 
（警告書の発出を行った発行会社等） 

商号又は名称 所在地 備考 掲載時期 

株式会社ＮＳＪ 大阪市中央区今橋一丁目７番 19 号 
旧所在地：大阪市西区

北堀江一丁目１番 23号
平成 24 年６月 

株式会社生物化学研究所 山梨県中央市乙黒 326 番地９ 
旧所在地：山梨県甲府

市中小河原町 571 番地 
平成 22年 11 月

ワールド・リソースコミュニケーション株式会社 東京都港区西新橋 2-23-11 御成門小田急ビル９階 
旧商号：アフリカント

ラスト株式会社、アフ

リカンパートナー株式

会社 

平成 22年 10 月

※平成 22年６月以降に警告書を発出したものについて掲載している。 

○ ご覧いただく場合の留意事項 
・ 掲載されている発行会社等は、警告書の発出を行った時点で無届募集を行っていると認められた者に限られています。そのため、掲
載されていない者でも、無届募集に該当する行為を行っていることがあり得ますのでご注意ください。 

・ 掲載されている発行会社等について、必ずしも、現在の状況を示すものではありません。また、その名称及び所在地等について、現
時点のものでない場合があります。 

317



公認会計士試験合格者に係る実務経験の範囲の見直し

１．実務経験の対象の拡充

２．正職員以外の雇用形態での実務経験が排除されないことの明確化

公認会計士試験合格者が資格を取得しやすい環境を整備するため、
政令・内閣府令を改正（24年４月から施行）

資本金５億円未満の開示会社や、開示会社の
連結子会社（海外子会社を含む）も対象に

現行は、資本金５億円以上の法人において
実務経験を踏む必要

国・地方公共団体において財務分析に関する
事務を行う場合も対象に

（注）現行、監査業務の補助だけでなく、一般の法人等において

２年間の実務経験を踏む場合も、資格取得が可能

現行は、国・地方公共団体における実務経験
の場合、検査・監査事務を行う必要

資料３－４－３
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サイト内検索
 

検索

平成24年７月６日

金融庁 

株式会社東京証券取引所グループ及び株式会社大阪証券取引所
の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基

づく事業再構築計画の認定について 

本日、株式会社東京証券取引所グループ及び株式会社大阪証券取引所に対し、産業

活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第５条第１項の規定に基づき、同

法第２条第４項第１号に規定する事業の構造の変更及び同項第２号に規定する事業革

新を行う者として認定を行いましたので、同法第５条第７項の規定に基づき、事業再構築

計画の内容を別添のとおり公表します。 

認定事業再構築計画の内容の公表（PDF:114KB）
 

【認定事業再構築計画の概要】 

１．事業再構築の実施時期 

開始時期 平成24年７月  

終了時期 平成26年３月  

２．申請者の概要 

株式会社東京証券取引所グループ  

資本金 115億円  

代表者 取締役 兼 代表執行役社長 斉藤 惇  

本店所在地 東京都中央区兜町２番１号  

株式会社大阪証券取引所  

資本金 47億2,300万円  

代表者 代表取締役社長 米田 道生  

本店所在地 大阪市中央区北浜１丁目８番16号  

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局市場課（内線3583、3616） 

資料３－５－１
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認定事業再構築計画の内容の公表 

 

 

 

１．認定した年月日  平成 24 年７月６日 

 

 

２．認 定 事 業 者 名   株式会社東京証券取引所グループ、株式会社大阪証券取引所 

 

 

３．認定事業再構築計画の目標 

⑴ 事業再構築に係る事業の目標 
株式会社東京証券取引所グループ（以下「東証グループ」という。）と株式会社

大阪証券取引所（以下「大証」といい、併せて「両社」という。）を取り巻く環境
は、情報通信技術の急速な発達に伴う金融取引システムの発展により、企業や投
資家が世界のマーケットの中で最も投資環境の良い取引市場を選択して資金調達
や投資活動を行うことが可能となったことで、国境を越えた取引所間での競争が
激化している状況にある。また、金融取引システムの発展と共に、投資家のニー
ズの複雑化・高度化が進んでおり、取引所間競争においては、当該ニーズに耐え
得るシステムの構築とその安定性・処理性能等の向上が優位性確保に大きな影響
を及ぼす状況となっている。 
さらに、こうした環境を背景として、海外では国境を越えた取引所同士の合従

連衡の動きが進んでおり、日本の取引所がグローバルな取引所間競争においてプ
レーヤーとして生き残るためには、規模の拡大、取り扱う金融商品の多様化及び
コスト削減等による競争力の強化を通じて、流動性の高い効率的な市場を確立し、
投資家及び企業の利便性を向上させることが不可欠となっている。 
両社は、このような外部環境について共通の危機意識を持ち、競争力強化等の

ための方策を検討し、その結果、互いに現物市場とデリバティブ市場という異な
る得意分野を持ち、補完関係が成立する両社が経営統合を行い、システム統合等
を推進することで両社にとって大きなシナジー効果が得られるとの認識で一致し
た。また、本経営統合により、国際的な金融センターとしてのプレゼンス向上が
図られることは、市場利用者にとっても利便性向上等による多大なメリットを創
出し、さらには日本経済の再生に向けた金融資本市場全体の競争力強化に資する
ものと判断し、両社は経営統合を行うとしている。 

 
⑵ 生産性の向上を示す数値目標 

生産性の向上としては、平成 25 年度には、平成 22 年度に比べて、有形固定資
産回転率を 51.9％向上させることを目標としている。 

 
 
４．認定事業再構築計画の内容 
⑴ 事業再構築に係る事業の内容 

○ 中核的事業 
   有価証券の売買又は市場デリバティブ取引を行うための取引所金融商品市場

の開設・運営 

○ 選定理由 

    両社は、主に有価証券の売買又は市場デリバティブ取引を行うための取引

所金融商品市場の開設・運営を行っており、生産性が高い業務として、中核

事業になっている。 
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⑵ 事業再構築を行う場所 

東証グループ：東京都中央区日本橋兜町２番１号 
大 証   ：大阪市中央区北浜１丁目８番 16 号 

 
⑶ 事業再構築を実施するための措置の内容 

別表のとおり 
 
⑷ 事業再構築の開始時期及び終了時期  

開始時期：平成 24 年７月 
終了時期：平成 26 年３月 

 
 

５．事業再構築に伴う労務に関する事項 

⑴ 事業再構築の開始時期の従業員数（平成 23 年 11 月末時点で算定したもの。以下同じ。） 

東証グループ： 775 人 
大 証   ：  322 人 

 

⑵ 事業再構築の終了時期の従業員数 
合併会社  ： 1,042 人 

 

⑶ 事業再構築に充てる予定の従業員数 
合併会社  ： 1,042 人 

 
⑷ ⑶中、新規に採用される従業員数 

合併会社  ： 102 人 

 

⑸ 事業再構築に伴い出向、転籍又は解雇される従業員数 
出向予定人員数：   なし 
転籍予定人員数：  なし 
解雇予定人員数：  なし 
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別表 

事業再構築の措置の内容 

措置事項 実施する措置の内容及びその実施する時期 期待する支援措置

事業の構造の変更   

 

会社の分割及び

合併による中核

的事業の開始、

拡大又は能率の

向上 

（東証グループの会社分割） 

①分割会社 

名称：株式会社東京証券取引所グループ 

住所：東京都中央区日本橋兜町２番１号 

代表者の氏名：取締役 兼 代表執行役社長 斉藤 惇 

資本金：115 億円 

 

②承継会社 

名称：株式会社東京証券取引所 

住所：東京都中央区日本橋兜町２番１号 

代表者の氏名：代表取締役社長 斉藤 惇 

分割前の資本金：115 億円 

分割後の資本金：（未定） 

 

③分割予定日：平成 25 年１月１日 

 

（大証の会社分割） 

①分割会社 

名称：株式会社大阪証券取引所 

住所：大阪市中央区北浜１丁目８番 16 号 

代表者の氏名：代表取締役社長 米田 道生 

資本金：47 億 2300 万円 

 

②承継会社 

名称：株式会社大証Ｍ（仮称） 

住所：大阪市中央区北浜１丁目８番 16 号（予定） 

代表者の氏名：（未定） 

資本金：（未定） 

 

③分割予定日：平成 25 年１月１日 

 

（合併） 

①吸収合併存続会社 

名称：株式会社大阪証券取引所 

住所：大阪市中央区北浜１丁目８番 16 号 

代表者の氏名：代表取締役社長 米田 道生 

資本金：47 億 2300 万円 

 

②吸収合併消滅会社 

名称：株式会社東京証券取引所グループ 

住所：東京都中央区日本橋兜町２番１号 

代表者の氏名：取締役 兼 代表執行役社長 斉藤 惇 

資本金：115 億円 

 

③合併予定日：平成 25 年１月１日 

 

 

 

 

 

租税特別措置

法第 80 条第

１項第１号、

第２号、第５

号 

（認定事業再

構築計画等に

基づき行う登

記の税率の軽

減） 
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措置事項 実施する措置の内容及びその実施する時期 期待する支援措置

事業革新   

 第２条第４項第

２号ハ 

有価証券の売買又は市場デリバティブ取引に関連するシ

ステムの統合を行うことで、平成 25 年度の営業収益あたり

の営業費用（のれん償却額を除く）を平成 22 年度の数値か

ら 21.4％削減することを目標とする。 
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 http://www.jftc.go.jp/ 
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平成 23 年 11 月８日 

金 融 庁 

「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」の設置について 

 平成 21 年９月のＧ20 ピッツバーグ･サミット首脳声明に基づく店頭デ

リバティブ市場規制、特に「遅くとも 2012 年末までに、標準化されたす

べての店頭デリバティブ契約は、適当な場合には、取引所又は電子取引基

盤を通じて取引されるべきである。」とされた事項に関する我が国の対応

を検討するに当たっては、国際的な規制強化の要請も踏まえつつ、我が国

の実情に鑑み、我が国金融機関等に対する適切な店頭デリバティブ商品・

サービスの提供が確保されるよう、十分な検討を行う必要があると考えら

れる。 

 このため、金融庁政務三役の指示のもと、金融機関、清算・振替機関、

有識者等をメンバーとする「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」

（メンバーは別紙のとおり）を設置し、本日議論を開始したところである。 

なお、本検討会においては、電子取引基盤等を利用した取引以外の店頭

デリバティブ市場規制に係る論点（清算集中、取引情報の保存・報告）に

ついても、平成 22 年改正金融商品取引法で規定された事項の具体化の方

向性を議論することとしている。 

 本検討会において議論された事項については、年内を目処に議論のとり

まとめを行い、金融庁において制度整備等適切な対応を行うこととしてい

る。 

資料３－５－３
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（別　紙）

       「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」メンバー

浅井　滋　 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行執行役員市場企画部長

植田　栄治 ゴールドマン・サックス証券㈱証券部門債券為替コモディティ統括

マネージング・ディレクター

内海　昌男 ㈱みずほコーポレート銀行市場営業部部長

神作　裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

後藤　元　　 東京大学大学院法学政治学研究科准教授

佐々木　順 住友信託銀行㈱常務執行役員兼マーケット資金企画部部長

白須　浩司 ㈱西日本シティ銀行市場証券部長

新分　敬人 農林中央金庫債券投資部長

鈴木　康史　 ㈱日本証券クリアリング機構取締役

土橋　謙 ㈱ＮＴＴデータ第一金融事業本部金融ＩＴサービス事業部長

中島　豊　 野村證券㈱執行役員金融市場本部担当

中村　寛　 ㈱証券保管振替機構総合企画部長

松添　聖史　 アレン･アンド･オーヴェリー外国法共同事業法律事務所弁護士

三島　裕史 ㈱三井住友銀行執行役員市場営業統括部長

若櫻　徳男 ㈱ゆうちょ銀行市場部門クレジット投資部長

渡辺　敦也　 ＪＰモルガン証券㈱コンプライアンス部エグゼクティブディレクター

○ オブザーバー

中尾根　康宏　 日本銀行決済機構局決済システム課長

                                                              （敬称略・五十音順）
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「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」における議論の取りまとめ 

（平成 23 年 12 月 26 日公表・概要） 

店頭デリバティブ市場における電子取引基盤の利用 

〔我が国における制度整備の目的等〕 

・ 価格形成の公正性を含む取引の実情にかかる当局のモニタリング 

・ あらかじめ定められたルールに基づく、信頼性の高い方法による取引を通

じ、金融危機の際に市場の安定化に貢献 

・ 価格透明性の向上による、将来的な市場の効率性向上や市場参加者の拡大

への期待 

・ 約定から決済までの一連の事務を電子化する STP（Straight Through 

Processing）化の促進（オペレーショナルリスクの低減、事務の効率化） 

〔制度的枠組みのあり方〕 

・ 対象者：当初は、金融商品取引業者等のうち、対象取引の取引量（残高、

頻度）が多い、いわゆるディーラー的な立場の者同士の取引を対象とし、

その後、必要に応じ拡大することを検討する。 

・ 対象取引：一定の標準化と流動性を備え、かつ清算機関を通じて取引され

る取引とする（まずは円建て金利スワップ（プレーンバニラ型）を想定）。 

・ 利用が義務付けられる電子取引基盤の要件：電子取引基盤の提供者に対し、

第一種金融商品取引業者としての登録を求めるとともに、制度趣旨を実現

するため、取引記録の保存・公表や当局への報告、公正な取引ルールの整

備等を課す。 

・ 外国の電子取引基盤の取扱い：外国の電子取引基盤に対し、海外当局の監

督対象下にあり、当局間の協調監督枠組みがあること等を条件に、我が国

で登録無しに電子取引基盤を提供できる特例を設ける。 

・ 施行時期：電子取引基盤提供者・利用者双方の十分な準備のため、速やか

に制度整備を行う一方、施行までに一定の期間（最大 3 年程度）を置く。 

清算集中制度及び取引情報の保存・報告制度の具体化 

・ 平成 22 年改正金融商品取引法において整備された両制度について、内閣府

令等により規定される具体化の方向性を記載。 

・ 両制度とも段階的に導入することとし、まずは店頭デリバティブ取引の残

高・頻度の多い金融商品取引業者等を主な対象とする。 

（以 上） 

355



「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」
（2009年６月３０日・企業会計審議会）

考慮事項

１．IFRSの内容

２．IFRSを適用する場合の言語

３．IFRSの設定におけるデュー・プロセスの確保

４．IFRSに対する実務の対応、教育・訓練

５．IFRSの設定やガバナンスへの我が国の関与の強化

６．XBRLのIFRSへの対応

７．我が国の会計を取り巻く国際的な諸情勢

２０１０年３月期 ： 国際的な財務・事業活動を行っている上場企業の連結財務諸表に任意適用。

とりあえず２０１２年目途 ： 上場企業の連結財務諸表への強制適用の是非を判断。

強制適用の場合、少なくとも３年の準備期間

（２０１２年に判断の場合、２０１５年又は２０１６年に適用開始）

国際会計基準（IFRS)の適用

資料３－５－４
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“IFRS 適用に関する検討について” 

2011 年 6 月 21 日 金融担当大臣 自見庄三郎 

○我が国における国際会計基準（IFRS）の適用に関しては、2009 年６月に、企業会計審議会よ

り「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」が示され、2010 年 3 月期以

降任意適用が認められたが、その後、国内外で様々な状況変化が生じている。 

・米国ワークプランの公表(2010 年 2 月) 

・IASB と FASB がコンバージェンスの作業の数か月延期を発表(2011 年 4 月) 

・「単体検討会議報告書」の公表（2011 年 4 月 28 日） 

・産業界からの「要望書」の提出*（2011 年 5 月 25 日） 

・米国 SEC の IFRS 適用に関する作業計画案の公表**（2011 年 5 月 26 日） 

・ 連合 2012 年度重点政策***（2011 年 6 月） 

・ 未曾有の災害である東日本大震災の発生 

・IFRS への影響力を巡る、アジアを含む国際的な駆け引きの激化 

○IFRS 適用については、「中間報告」において方向性が示されているが、上記の「中間報告」

以降の変化と2010年3月期から任意適用が開始されている事実、EUによる同等性評価の進捗、

東日本大震災の影響を踏まえつつ、さまざまな立場から追加の委員を加えた企業会計審議会総

会・企画調整部会合同会議における議論を６月中に開始する。この議論に当たっては、会計基

準が単なる技術論だけでなく、国における歴史、経済文化、風土を踏まえた企業のあり方、会

社法、税制等の関連する制度、企業の国際競争力などと深い関わりがあることに注目し、さま

ざまな立場からの意見に広く耳を傾け、会計基準がこれらにもたらす影響を十分に検討し、同

時に国内の動向や米国をはじめとする諸外国の状況等を十分に見極めながら総合的な成熟さ

れた議論が展開されることを望む。 

○一部で早ければ 2015 年 3 月期（すなわち 2014 年度）にも IFRS の強制適用が行われるので

はないかと喧伝されているやに聞くが、「少なくとも 2015 年 3 月期についての強制適用は考え

ておらず、仮に強制適用する場合であってもその決定から 5-7 年程度の十分な準備期間の設定

を行うこと、2016 年 3 月期で使用終了とされている米国基準での開示は使用期限を撤廃し、引

き続き使用可能とする」こととする。 

※参考 

＊【産業界 我が国のIFRS対応に関する要望（2011年5月） 要旨】 

(1)上場企業の連結財務諸表へのIFRSの適用の是非を含めた制度設計の全体像について、

国際情勢の分析・共有を踏まえて、早急に議論を開始すること。 

(2)全体の制度設計の結論を出すのに時間を要する場合には、産業界に不要な準備コスト

が発生しないよう、十分な準備期間（例えば５年）、猶予措置を設ける（米国基準によ

る開示の引き続きの容認）こと等が必要。 
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＊＊“Work Plan for the Consideration of Incorporating International Financial  
   Reporting Standards into the Financial Reporting System for U.S. Issuers
  Exploring a Possible Method of Incorporation“

A Securities and Exchange Commission Staff Paper May 26, 2011

＊＊＊【連合 2012年度重点政策（2011年6月）】 

(4)労働者など多様な関係者の利益に資する企業法制改革と会計基準の実現  

（略） 

b)上場会社の連結財務諸表に対してＩＦＲＳ（国際財務報告基準・国際会計基準）を強制

適用することを当面見送る方針を早期に明確にする。また、個別財務諸表に対する会計基

準は、注記などによる透明性確保を前提に、日本の産業構造や企業活動の実態に照らして

適切な事項のみをコンバージェンス（収れん）し、その結果として連結財務諸表と個別財

務諸表の会計基準が異なることも許容する。（以上） 
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国際会計基準財団
(IFRS財団：民間）

国際会計基準審議会（IASB)
※国際会計基準(IFRS)を設定

モニタリング・ボード（概要）
（当局）

2007年秋、日米欧等の証券当局が共同で提
案。

（メンバー）
・ 金融庁長官
・ 米証券取引委員会委員長
・ 欧州委員会域内市場サービス担当委員
・ 証券監督者国際機構（IOSCO）
- 専門委員会代表（先進国）
- 新興市場委員会代表(新興市場国）

2009年1月29日 国際会計基準委員会財団
（IASCF；IFRS財団の旧称）は定款の改訂を公
表
・ モニタリングボードの設置を公表

（会合）
・ 2009年 4月 1日 ロンドン
・ 2009年 7月 6日 アムステルダム
・ 2010年 4月 1日 ロンドン
・ 2010年10月28日 ニューヨーク
・ 2011年 4月 1日 ロンドン
・ 2011年 7月13日 ニューヨーク

監視機関
「モニタリング・ボード」

監視
評議員の選任の承認

国際会計基準審議会（IASB）メンバー
の指名、資金調達など

Michel Prada議長（元仏金融市場庁長官）
藤沼亜起副議長（元国際会計士連盟会長）
Robert Glauber副議長(元米財務省次官)

等 合計22名

 2010年7月、モニタリング・ボードによりIFRS財団見直しのためのワーキング・グループを設立
 IFRS財団の全体的なガバナンス構造に焦点を当てて実施予定 （2012年２月にガバナンス改革に関する報告書を公表）
 金融庁河野正道金融国際政策審議官が議長を務める

IFRS財団のガバナンス見直しのためのワーキング・グループ

評議員会

国際会計基準（IFRS）財団モニタリング・ボードについて
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平成 24 年３月 27 日  

金融庁 

「中小企業の会計に関する検討会報告書」の公表について 

～「中小企業の会計に関する基本要領」の普及・活用策について～ 

１． 検討の経緯 

「中小企業の会計に関する検討会」及び「同ワーキンググループ」は、「中小会

計要領」を平成２４年２月１日に公表した後も、引き続き各機関・団体が一丸とな

って取り組むべき中小会計要領の普及・活用策について検討し、今般これを取りま

とめましたので「中小企業の会計に関する検討会報告書」(以下「本報告書」とい

う。)として公表します。 

２． 本報告書の内容 

 ⑴「中小会計要領」の意義 

  「中小会計要領」に従った会計処理を行うことにより、経営者が必要な財務情

報を入手し、それに基づき自社の経営状況を的確に把握することは、新規投資や

経営改善の際の適切な経営判断の前提であり、また、金融機関等の利害関係者に

対して、正確に自社の財務情報や経営状況を説明するために必要です。中小企業

の経営者が、会計の重要性を認識し、財務情報に基づき経営判断を行うことによ

り、企業の経営力や資金調達力の強化や取引拡大に繋がることが期待されます。 

 ⑵主な普及・活用策

i)広報・普及

    各機関・団体の１万４千箇所を超える拠点を通じてパンフレット等を中小企

業に配布します。

ii)研修・セミナー

    各機関・団体がそれぞれ中小企業、会計専門家、指導員等向けに、「会計啓

発・普及セミナー」等の研修・セミナーを全国各地で開催します。

iii)計算書類等の作成支援

中小企業関係者等が主体となって設置された「中小企業の会計に関する検討会」

（委員名簿別紙）は、去る２月１日に公表した「中小企業の会計に関する基本要領」

（以下「中小会計要領」という。）を広く普及させ、その活用を促進するための方策

について検討を行い、今般、普及・活用策を含めた最終報告書を取りまとめました

ので、公表します（中小企業庁及び金融庁は共同事務局）。 

中小企業関係者、金融機関関係者、会計専門家等（以下「各機関・団体」という。）

が一丸となって「中小会計要領」の普及・活用に取り組むことで、中小企業が「中

小会計要領」に従った会計処理を行い、その結果、中小企業の経営力の強化や資金

調達力の強化等に繋がることが期待されます。 

なお、本公表は、日本商工会議所（http://www.jcci.or.jp/）、企業会計基準委員

会（http://www.asb.or.jp/）、中小企業庁（http://www.chusho.meti.go.jp/）にお

いても同時に行っています。  
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    会計専門家による信頼性ある計算書類作成の相談、指導を行うとともに、中

小企業関係団体による記帳指導・窓口相談において、適切な助言を行います。

  ⅳ)活用

    各機関・団体は、中小企業が中小会計要領により会計処理を行い、それによ

る財務情報を活用することを促進するために、例えば以下の取組を行います。

・日本政策金融公庫は、「中小会計要領」適用・活用企業に対する金利優遇制

度を創設・拡充します。

   ・金融庁は、監督指針・金融検査マニュアルにおいて、金融機関が顧客企業に

対して助言するにあたり「中小会計要領」等の活用を促していくことも有効で

あること等を記載します。

   ・中小企業庁は、法律に基づく経営革新計画等の認定にあたり、「中小会計要

領」に従った計算書類の提出を慫慂するとともに、補助金採択にあたっては、

「中小会計要領」に従った計算書類の提出があった場合には一定の評価を行い

ます。

（参考）「中小企業の会計に関する基本要領」について

中小企業関係者等が主体となって設置された「中小企業の会計に関する検討会」に

お い て 策 定 さ れ 、 平 成 ２ ４ 年 ２ 月 １ 日 に 公 表 さ れ ま し た 。  

http://www.fsa.go.jp/news/23/sonota/20120201-1.html
「中小会計要領」は、中小企業の実態に即して、税制との調和や事務負担の軽減を

図る観点から、多くの中小企業の実務で必要と考えられる項目に絞って、簡潔な会

計処理等を示しています。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局企業開示課（内線 3656、3845、3887） 
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平成 24 年４月 20日 

内閣府・金融庁・中小企業庁 

中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた 

中小企業の経営支援のための政策パッケージ 

 中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえ、中小企業の経営改善・事業再

生の促進等を図るため、以下の取組みを強力に進めることとし、関係省庁・

関係機関と連携し、早急にその具体化を図る。 

 さらに、中小企業の事業再生・業種転換等の支援の実効性を高めるための

施策を引き続き検討する。 

１．金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮  

金融機関は、自助努力による経営改善や抜本的な事業再生・業種転換・

事業承継による経営改善が見込まれる中小企業に対して、必要に応じ、外

部専門家や外部機関、中小企業関係団体、他の金融機関、信用保証協会等

と連携を図りながらコンサルティング機能を発揮することにより、最大限

支援していくことが求められている。 

このため、金融庁は、以下の取組みを行うことにより、金融機関による

コンサルティング機能の一層の発揮を促す。 

① 各金融機関に対し、中小企業に対する具体的な支援の方針や取組み状

況等について集中的なヒアリング（「出口戦略ヒアリング」）を実施する。 

② 抜本的な事業再生、業種転換、事業承継等の支援が必要な場合には、

判断を先送りせず外部機関等の第三者的な視点や専門的な知見を積極的

に活用する旨を監督指針に明記する。 

（注）今般の東日本大震災により大きな被害を受けている地域においては、中小企業の

置かれている厳しい状況や中小企業のニーズに十分に配慮したコンサルティング機

能の発揮が強く求められている。また、産業復興機構や東日本大震災事業者再生支

援機構も整備されている。こうした点を踏まえ、事業再生に当たっても、被災地の

実情を十分に配慮した中長期的・継続的な支援が期待される。 

２．企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携の強化  

財務内容の毀損度合いが大きく、債権者間調整を要する中小企業に対し

ては、企業再生支援機構（以下、「機構」という。）や中小企業再生支援協
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議会（以下、「協議会」という。）を通じて、事業再生を支援する。 

このため、内閣府、金融庁、中小企業庁は緊密に連携して以下の施策を

実施することにより、両機関の機能及び連携を大幅に強化する。 

（１）機構においては、以下の取組みを積極的に推し進め、中小企業の事業

再生を支援する仕組みを再構築する。 

① 中小企業の事業再生支援機能を抜本的に強化するため、専門人材の

拡充を図る。 

② 下記（３）のとおり、中小企業再生支援全国本部（以下、「全国本部」

という。）や協議会との円滑な連携を図るため、企画・業務統括機能を

強化するとともに、協議会との連携窓口を設置する。 

③ 中小企業の実態に合わせた支援基準の見直しを行うとともに、協議

会では事業再生支援の実施が困難な案件を中心に積極的に取り組む。 

④ デューデリジェンス等にかかる手数料の負担軽減を図る。 

（２）協議会においては、以下の取組みを行うことにより、その機能を抜本

的に強化する。 

① 金融機関等の主体的な関与やデューデリジェンスの省略等により、

再生計画の策定支援を出来る限り迅速かつ簡易に行う方法を確立する。 

（標準処理期間を２ヶ月に設定。協議会ごとに計画策定支援の目標件

数を設定し、24年度に全体で３千件程度を目指す） 

② 事業再生支援の実効性を高めるため、地域金融機関や中小企業支援

機関等の協力を得て、専門性の高い人材の確保及び人員体制の大幅な

拡充を図る。 

③ 経営改善、事業再生、業種転換、事業承継等が必要な中小企業にと

って相談しやすい窓口としての機能を充実し、最適な解決策の提案や

専門家の紹介等を行う。 

（３）機構及び協議会においては、以下の取組みを行うことにより、連携を

強化する。 

① 機構又は協議会が相談を受けた案件について、他方が対応した方が

効果的かつ迅速な支援が可能となる場合には、相互に案件の仲介等を

行う。このため、機構と全国本部は連携して、相互仲介ルールを策定

する。 

② 事業再生支援機能の向上や上記（２）③の相談機能を実務面から支

援するため、機構と全国本部は連携して、中小企業の経営状況の把握・
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分析や支援の手法等に係る改善や指針等の策定を行い、それらを協議

会とも共有する。 

③ 機構は、協議会が取り組む案件について、相談・助言機能を提供す

る。 

④ 機構及び全国本部は、協議会や金融機関が必要とする専門性を有す

る人材を紹介できる体制の構築を進める。 

⑤ 機構、協議会及び全国本部との間で、「連携会議」を設置する。 

３．その他経営改善・事業再生支援の環境整備  

金融機関によるコンサルティング機能の発揮にあたって、経営改善・事

業再生支援を行うための環境整備も不可欠となっている。 

このため、内閣府、金融庁及び中小企業庁は、以下の施策を実施する。 

（１）各地域における中小企業の経営改善・事業再生・業種転換等の支援を

実効あるものとするため、協議会と機構を核として、金融機関、事業再

生の実務家、法務・会計・税務等の専門家、中小企業関係団体、国、地

方公共団体等からなる「中小企業支援ネットワーク」を構築する。 

（２）地域における事業再生支援機能の強化を図るため、地域金融機関と中

小企業基盤整備機構が連携し、出資や債権買取りの機能を有する事業再

生ファンドの設立を促進する。 

（３）公的金融機関による事業再生支援機能を充実させるため、資本性借入

金を活用した事業再生支援の強化について検討する。 

（４）以上に加え、中小企業の事業再生・業種転換等の支援の実効性を高め

るための施策を検討する。
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再生計画策定支援
・債権者間調整 等

案件の処理期間の大幅短縮化

事業再生ファンド
（出資・債権買取機能）

企業再生支援機構

人材派遣

・

金
融
機
関

・ 「地域の協議会」、「全国本部」、「機構」との間で「連携会議」を設置
・ 地域の協議会と機構を核とした「中小企業支援ネットワーク」の構築

・ 中小企業の支援の手法等に係る改善や指針等の策定
・ 協議会と機構の案件の相互仲介ルールの策定
・ 協議会や金融機関に対する専門人材の紹介体制の構築

出資

中小企業基盤整備機構等

資出

相談・支援
業務

相談機能の充実
・相談受付
・実態把握
・経営課題抽出
・最適な解決策
の提案等

中小企業再生支援協議会

案件仲介

再生支援
（協議会持込み案件）

再生支援
（機構独自の案件）

案件仲介

中
小
企
業

連
携

中小企業再生支援協議会（各都道府県）

助
言
・
指
導

中小企業再生支援全国本部

支
援
機
関

相談
支援

出
口
戦
略
ヒ
ア
リ
ン
グ
・監
督
指
針
の
改
正

・ 出融資・債権買取

・ 債権者間調整

・ 経営人材の派遣

・ スポンサーの招聘

・ 相談・支援業務 等

企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携の強化

専門人材の確保・人員体制の拡充

・企画・業務統括機能の強化

・中小企業の実態に合わせた支援
基準の見直し

・中小企業支援の専門人材の拡充

・協議会との連携窓口の設置

連携

資料４－１－３
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＜現行制度＞

銀行等保有株式取得機構（平成14年１月設立）による銀行保有株式等（注）の
買取期限は、平成24年３月末

○ 東日本大震災の影響や、欧州債務危機を端緒とする世界的な金融資本市場の混乱等が

続いている状況に鑑み、経済・株式市場が互いに悪影響を及ぼし、スパイラル的に悪化する

ことを防ぐための株式処分の受け皿・セーフティネットとしての役割は引き続き重要。

○ バーゼルⅢの実施に伴い所要自己資本等が段階的に引き上げられること等から、

銀行等の保有株式等の処分のニーズは依然として高い。

銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律の一部を改正する法律案

（注）買取対象
・ 銀行等の保有する株式、優先株式・優先出資、ETF、J-REIT
・ 持合事業法人の保有する銀行株、優先株式・優先出資

⇒ 内外の経済・金融資本市場を取り巻く状況等に鑑み、株式等の買取期限を５年間延長

資料４－２－１

370



保険募集の委託については、保険会社からの直接の委託しか認められ
ておらず、再委託は認められていない。

行政庁の認可制の下で、同一ｸﾞﾙｰﾌﾟ内の保険会社を再委託者とし、再委
託者が自らも保険募集を委託している保険募集人を再受託者とする場合
には、保険募集の再委託を認める。

保険業法等の一部を改正する法律の概要

保険会社が子会社とすることができる会社（子会社対象会社）は、保険会
社、銀行、保険業を行う外国の会社等、一定の範囲に限定されている。

・買収した外国保険会社の子会社のうち、既に保有が認められている子
会社対象会社以外の会社についても、原則として５年以内に限り保有を
認める。
・５年以内にその処分が困難である等の事情が認められる場合には、行
政庁の承認等の一定の条件の下で、当該期間を超えての保有を例外的
に容認する。

我が国保険会社の国際競争力の向上や事業再編の促進に資する環境を整備するとともに、保険契約者等の保護を図るため、外国保険会社の買収
等に係る子会社の業務範囲規制の見直しや、生命保険契約者保護機構に対する政府補助の措置の延長等、所要の改正を行う。

（１）保険契約の移転に係る規制の見直し

保険会社の保険契約を他の保険会社に移転する場合、責任準備金の算
出基礎が同一である保険契約の全部を包括してしなければならない（行
政庁の認可制）

認可制は引き続き維持しつつ、保険契約者間の公平性や保険契約者の
保護の観点から所要の措置（異議申立手続きの成立要件の引下げや情
報提供の充実等）を講じた上で、移転単位規制を撤廃する。

（２）販売停止規定の見直し

保険契約の移転手続中は、移転元会社は移転対象契約と同種の保険契
約を締結してはならない

移転対象となる保険契約の募集を移転手続き中に行う際、保険契約が
移転先会社に移転されることにつき契約者の承諾を得ることを保険会社
に義務付けた上で、販売停止規定を撤廃する。

生命保険契約者保護機構に対する政府補助の期限が平成24年３月末ま
でとされている。

保険契約者等の保護に万全を期するため、期限を延長する。

生命保険契約者保護機構に対する政府補助の期限の延長

平成17年当時に共済事業を行っていた少額短期保険業者については、
平成25年３月までの経過措置として、引受け可能な保険金額を原則と
して本則の５倍とする特例が認められている。

既契約者に関しては、従来通り本則の５倍、新規契約者は本則の３倍
として、経過措置を５年間延長する。

少額短期保険業者に関する経過措置の延長

外国保険会社の買収等に係る子会社の業務範囲規制の見直し

同一ｸﾞﾙｰﾌﾟ内の保険会社を再委託者とする保険募集の再委託

保険契約の移転に係る規制のあり方の見直し

資料４－３－１
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保険会社が子会社（孫会社を含む）とすることができる会社（子会社対象会社）は、保険会社、銀行、保険
業を行う外国の会社等、一定の範囲に限定されている。

→諸外国の保険会社と日本の保険会社が、外国保険会社の買収において競合する場合、入札時に子会社対
象会社以外の会社を売却するとの条件を付けざるを得ない日本の保険会社が不利な状況におかれ、海外
市場への進出を阻害する要因となっているとの指摘。

外国保険会社

外国

子会社
対象会社

子会社
対象会社

外国保険会社の買収等に係る子会社の業務範囲規制の見直し

○買収した外国保険会社の子会社のうち、既に保有が認められている子会社対象会社以外の会社についても、原則
として５年以内に限り保有を認める。
○５年以内にその処分が困難である等の事情が認められる場合には、行政庁の承認等の一定の条件の下で、当
該期間を超えての保有を例外的に容認する。

見直しの方向性見直しの方向性見直しの方向性

現行制度現行制度現行制度

＜子会社＞

保険会社（日本）

日本

５年以内の保有を認める。
承認等により例外的に延
長可能。

５年以内の保有を認める。
承認等により例外的に延
長可能。

子会社対象会社
に該当しない会社

買収
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保険募集については、その適正性を確保し、保険契約者を保護する観点から、保険会社から保険募集人に対
する直接の委託のみが認められている。

→保険会社のグループ化が進展する中で、グループ内の他の保険会社の販売基盤を活用するために、他の
保険会社を再委託者とする再委託を認めてほしいとの指摘。

同一グループ内の保険会社を再委託者とする保険募集の再委託

○保険会社が再委託者となって、自らも保険募集を委託している者に対して再委託を行う場合には、再受託者たる保
険募集人に対し、自らが直接委託している保険募集人として適切な管理を行っているものと考えられる。
○このため、行政庁の認可制の下で、同一グループ内の保険会社を再委託者とし、再委託者が自らも保険募集の委
託をしている保険募集人を再受託者とする場合には、保険募集の再委託を認める。

現行制度現行制度現行制度

保険持株会社

【再委託者】
保険会社Ａ

【委託者】

保険会社Ｂ保険募集の委託
保険募集の委託

代理店 代理店

代理店 代理店

代理店

代理店

代理店 代理店 代理店

代理店 代理店 代理店

例．
新設の小規模な
保険会社

例．
グループの中核会社

保険会社Ａの既存の
販売基盤を活用

※各代理店が再受託者となる。

【再受託者】※

見直しの方向性見直しの方向性見直しの方向性

保険会社グループ

保険募集の再委託
（保険会社Ｂの商品）

保険募集の再委託
（保険会社Ｂの商品）

保険募集の委託
（保険会社Ａの商品）

保険募集の委託
（保険会社Ａの商品）
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自動車保険

保険会社が他の保険会社に保険契約の移転を行う場合には、「責任準備金の算出の基礎が同一である保険契
約」は包括して移転しなければならないとの規制（移転単位規制）がある。（行政庁の認可制）

→保険契約の移転を限定的にしか行うことができず、保険会社における顧客属性や販売チャネルに応じた
再編を行うことに支障が生じるとの指摘。

保険契約の移転に係る規制のあり方の見直し

保険契約の移転に係る認可制は維持しつつ、保険契約者間の公平性や保険契約者の保護の観点から所要の措置
（情報提供の充実、異議成立要件の見直し等）を講じた上で、移転単位規制を撤廃する。

現行制度現行制度現行制度

保険会社Ｂ

保険会社Ａ

保険会社Ａの
移転対象の契約者

契約移転に係る異議の
成立要件の引下げ
（1/5→1/10）

契約移転に係る異議の
成立要件の引下げ
（1/5→1/10）

公告に加えて個別に
十分な情報提供 等

公告に加えて個別に
十分な情報提供 等

保険会社Ａ

見直しの方向性見直しの方向性見直しの方向性

自動車保険

代理店販売 通信販売

移転前

自動車保険全てを移転

通信販売

火災保険

火災保険

代理店販売

代理店販売
代理店販売

自動車保険

保険会社Ａ 保険会社Ｂ

自動車保険

代理店販売 通信販売

通販型自動車保険のみ移転

火災保険

代理店販売

通信販売

保険会社Ｂ

自動車保険

通信販売

通信販売
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保険会社間で保険契約を移転しようとする際に、移転をしようとする保険契約と同種の保険契約を、移転元
の保険会社が締結することは禁止されている（販売停止規定）。

→ 外国保険会社の日本支店を現地法人化する場合のように、事業の継続を前提として保険契約の移転を行
う場合には、必要な保険契約の更新等ができない可能性があり、保険契約者の利便を損なっているとの
指摘。

保険契約の移転に係る販売停止規定の撤廃

移転手続き中における移転対象となる保険契約の募集を行う際、保険契約が移転先会社に移転されることにつき契
約者の承諾を得ることを保険会社に義務付けた上で、販売停止規定を撤廃する。

現行制度現行制度現行制度

保
険
契
約
の
移
転
の
公
告

移
転
契
約
書
の
締
結

保
険
契
約
の
移
転
の
認
可
申
請

異
議
申
立
期
間
の
終
了

保
険
契
約
の
移
転
の
認
可

現地法人
（移転先）

営
業
開
始

(2週間以内) 異議申立期間
(1か月以上)

販売停止期間⇒撤廃

保険契約者

外国保険会社
の日本支店
（移転元）

移転対象の保険契
約である旨を説明
移転対象の保険契
約である旨を説明

承諾承諾

見直しの方向性見直しの方向性見直しの方向性

契約更新契約更新
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生命生命保険契約者保護機構保険契約者保護機構に対する政府補助規定の延長に対する政府補助規定の延長

借入限度額
4,600億円 ［政令37条の４］

[[政府補助可能政府補助可能]]
平成平成2424年年33月までの措置を月までの措置を
平成平成2929年年33月まで延長月まで延長

積立限度額
4,000億円 ［定款70条３項］

162億円（平成23年３月末）

毎年400億円
［定款73条１項５号］

（現行枠組なら平成32年度まで積立）

0

積立 借入（政府保証付借入可能）

○ 生命保険会社が破綻した場合の生命保険契約者保護機構による資金援助の財源として、民間負担のみでは
賄えない場合は、一定の要件の下で政府補助ができることとなっている。（平成24年3月末までの破綻が対象）

○ 東日本大震災の影響や、欧州債務危機を端緒とする世界的な金融資本市場の混乱等が続いている状況に鑑み、
生命保険契約者保護機構がセーフティネットとしての機能を万全に果たすことは引き続き重要。

⇒ 政府補助政府補助規定規定をを55年間延長年間延長。

生命保険会社が破綻した場合の生命保険契約者保護機構による資金援助の財源としては、
１．機構の会員である生命保険会社が事前に積み立てた資金
（限度額：4,000億円、平成23年3月末積立残高：162億円）

２．機構による政府保証付借入（限度額：4,600億円）が充てられ、
３．民間負担のみでは賄えない場合、一定の要件の下で政府補助（平成24年３月末までの破綻が対象）ができる。
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少額短期保険業者に係る規制の見直し

経過措置適用業者が引受可能な保険の上限金額

平成17年当時共済事業を行っていた少額短期保険業者が引受可能な保険の上限金額については、平成
25年３月までの経過措置として、本則の５倍（医療保険は３倍）とする特例が認められている。

既契約者に関しては、従来通り本則の５倍（医療保険は３倍）、新規契約者に関しては本則の３倍（医療保
険は２倍）として、経過措置を５年（30年３月まで）延長する。

※経過措置は激変緩和措置として設けられているものであり、いずれ終了する必要があるという性格のものであ

ることを踏まえるとともに、既契約者の利便性の確保等を図るという点も勘案。

現行規制

見直し案（法律・政令改正）

保険種類 本則 特例

死亡 300万円 1,500万円

傷害死亡 600万円 3,000万円

医療 80万円 240万円

損害保険 1,000万円 5,000万円

保険種類 本則 特例
（既契約者）

特例（新規
契約者）

死亡 300万円 1,500万円 900万円

傷害死亡 600万円 3,000万円 1,800万円

医療 80万円 240万円 160万円

損害保険 1,000万円 5,000万円 3,000万円
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振 り込め詐欺救済法の制度概要（24年６月現在）

残高が

1000円以上の口座
残高が

1円～999円の口座
犯罪に用い
られた口座

口座の失権
（債権消滅手続）

申請が

なかった分
申請分は
全額支払

按分支払

申請被害総額 ＜ 口座残高申請被害総額＞口座残高

被害者
犯人の
引き出し

犯人の
引き出し

１０
％

納付

被害者

総額約0.6億円

総額約１０３億円

口座の失権
（債権消滅手続）

総額約５５億円 総額約４８億円

支払手続（返金）
（口座毎）

預

保

納

付

金

総額約４９億円

し
た
分

留
保

（

）

留
保

し
な
か
っ
た
分

留
保
の
救
済
の
た
め
に

口
座
名
義
人
等

支
払
の
必
要
が

な
く
な
っ
た
と
き
（※

）

犯
罪
被
害
者
等
の

支
援
の
充
実
の
た
め
に
支
出

（主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
）

（計数は、平成24年５月末現在）

（

）

（※）留保額が１億円を超えたときの
その超過部分

「担い手」が（１）（２）の事業を運営

（１）犯罪被害者等の子供に対する奨学金

（２）犯罪被害者等支援団体に対する助成

無利子貸与、返済期間は20～30年程度。

資金は信託財産として運用。運用益と返済金等で持続
的に運営。

貸与対象は高校生から大学院生。貸与額の上限は大
学生で10万円／月程度、高校生で数万円／月を想定。

犯罪被害者等支援団体の財政基盤は脆弱。

→ 「新しい公共」の担い手として育成、発展を図っていく。

事業に支出

９０
％
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預保納付金の具体的使途について（概要）

預

保

納

付

金
の

具

体
的

使
途

に

関
す
る

案

○ 預保納付金の具体的使途に関連する論点の整理

救済制度の周知徹底を継続。

金融機関がより積極的に「被害が疑われる者」へ
連絡するための取組みについて検討するよう、業界

に対して要請。

⇒平成23年３月、全国銀行協会は、事務取扱手続を
改正。連絡対象者を選択する標準的な目安の設定や

連絡方法の統一化を実施。

①「留保割合」の考え方

預保納付金の納付状況等を踏まえると、大幅に
引き下げても制度の円滑な運用に支障はなく、

必要額を確保可能。

⇒現行の100％から10％へ引き下げ。

②留保を続けておく「必要がなくなったとき」に関する考え方

預保納付金の納付状況等を踏まえつつ、常時一定金額を留保しておく
ことが適当。

⇒留保金額の累積額が１億円を超えたときには、その１億円を超える部

分は、「必要がなくなった｣として留保を解く。

論

点

の

整

理

（１）返金率の向上 （２）預保納付金の具体的使途（検討の前提）

（２）犯罪被害者等支援団体に対する助成（１）犯罪被害者等の子供に対する奨学金

・犯罪被害者等支援団体の財政基盤は脆弱。
・ＮＰＯ法人等として活動しており、政府の推進する「新
しい公共」の担い手としても育成、発展を図っていくこ
とが必要。
・助成対象としては、基本的に、広く犯罪被害者等を支援
する団体を想定しているものの、必ずしもこれに限定し
ない。
・政府で検討が進められている「パーソナル・サポート・
サービス」の確立に「支援関係機関」の一つとして寄与。

支援活動を
充実・強化。

※奨学金は給付（贈与）ではなく貸与することが適当。就職して返済してもらうことに
より、卒業後、自分が社会により支えられたことを思い起こす機会を提供するととも
に、就職して自立するようインセンティブの付与を図ることが重要。また、子供が安
易にニートの途を選択することのないよう促すという社会的意義も有する。

※一定の要件を満たす場合は、奨学金の返済免除又は軽減を行うことも考えられるが、
具体的な要件等については、貸与人数や返済率等、今後の実績を踏まえて検討するこ
とが適当。

※貸与対象は、高校生から大学院生までとし、年間200人～300人程度の申請を想定。
貸与金額の上限は、例えば大学生で月額10万円程度、高校生で月額数万円。

※誤って失権された預金者等の事後的な救済に備えるため、預保納付金の一定割合を留保しておくこととされている。

※一旦留保した預保納付金についても、上記の事後的な救済のための支払の「必要がなくなったとき」には、犯罪被害者等の支援の充実の
ために支出することとされている。

○ 預保納付金の具体的使途（二本の柱）

犯罪被害者本人が生計を担う者であった場合等は、日常の生活に加え十分な
額の子供の教育費を支出することは困難な場合も。

⇒預保納付金により、犯罪被害者の子供への奨学金制度を充実。

子供の教育機会を確保し、事件を契機に社会から「疎外感」を感じることも
ある子供を社会全体で温かく支えること（社会的包摂）も重要。社会の支え

が十分であれば、将来的に子供の社会への貢献意欲が高まることも期待。

犯罪被害者等が必要とする支援の内容は、行政主導の公的な支援ばかりで

はなく、病院等への付き添いや自宅訪問など多岐にわたる。

※振り込め詐欺等の被害者に対して追加的に返金するとの案については、預保納付金の由来と整合的であることのみをもって優先して支出すべきであるとは言えず、また、被害者間の公平を
考慮すると、一人当たりの返金額は少額となることに加え、返金のために膨大なコストがかかるなど、費用対効果の観点からも適当でない。

※振り込め詐欺等の被害者の訴訟費用等を支援するとの案については、訴訟提起等を行わない被害者には何らメリットがなく、また、得られる損害賠償金等は加害者側が保有する財産次第の
面があり、費用対効果の観点から適当ではない。

⇒被害者支援のノウハウが蓄積されている民間支援団体による迅速かつ柔

軟な支援活動が必要。

⇒

奨学金貸与と団体助成の担い手としては、犯罪被害者等支援の知見を有しない預金保険機構ではなく、こうした事業を適正かつ公正に実施可能な団体（例えば以下
の要件を満たす団体）に行わせることが適当。

①犯罪被害者等支援に関する実績や知見を有すること、②非営利の法人であること、③政治的中立性があり、公平な活動が期待できること、④既存業務との区分経理を行うこ
と、⑤多額の資金を預かる事業に相応しい運営・管理能力を有すること、⑥団体助成を行うにあたり、自らを助成対象としないこと、⑦外部有識者等による委員会を設置する
こと、⑧定期的な情報公開を行うこと、⑨資金の貸与につき、法令上の要件を備えること 等

資料４－４－２

379



資料５－１－１

金融審議会の構成 

金

融

審

議

会

我が国金融業の中長期的な在り方に関するワーキング・グループ

金融システム安定等に資する銀行規制等の在り方に関するワーキング・グループ

保険商品・サービスの提供等の在り方に関するワーキング・グループ金融分科会

金利調整分科会

自動車損害賠償責任保険制度部会

公認会計士制度部会

インサイダー取引規制に関するワーキング・グループ

投資信託・投資法人法制の見直しに関するワーキング・グループ
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資料５－１－２ 

平成２４年１月２７日 

金融庁設置法第７条第１項第１号により下記のとおり諮問する。 

諮 問 事 項 

○ 投資信託・投資法人法制の見直しについての検討 

国民が資産を有効に活用できる環境整備を図るため、以下のよう

な観点から投資信託・投資法人法制の見直しについて検討。 

一 投資信託については、国際的な規制の動向や経済社会情勢の

変化に応じた規制の柔軟化や一般投資家を念頭に置いた適切な

商品供給の確保等 

二 投資法人については、資金調達手段の多様化を含めた財務基

盤の安定性の向上や投資家からより信頼されるための運営や取

引の透明性の確保等 
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平成24年１月27日現在

委 員 秋池　玲子 ボストン　コンサルティング　グループ　パートナー＆マネージング・ディレクター

大崎　貞和 （株）野村総合研究所主席研究員

太田　克彦 新日本製鐵（株）常務取締役

沖野　眞已 東京大学大学院法学政治学研究科教授

川島　千裕 日本労働組合総連合会総合政策局長

川波　洋一 九州大学大学院経済学研究院教授

神作　裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

神田　秀樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

黒沼　悦郎 早稲田大学大学院法務研究科教授

河野　栄子 ＤＩＣ（株）社外取締役

洲崎　博史 京都大学大学院法学研究科教授

田島　優子 弁護士、公認会計士・監査審査会委員

永沢　裕美子 Foster　Forum　良質な金融商品を育てる会

家森　信善 名古屋大学大学院経済学研究科教授

吉野　直行 慶應義塾大学経済学部教授

　［計15名］

（敬称略・五十音順）

金融審議会金融分科会委員名簿
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平成２４年４月１１日 

 

金融庁設置法第７条第１項第１号により下記のとおり諮問する。 

 

諮 問 事 項 

 

○ 金融システム安定等に資する銀行規制等の在り方についての検討 

世界的な金融危機の教訓や金融監督規制をめぐる国際的潮流を

踏まえ、外国銀行支店に対する規制の在り方、大口信用供与等規

制の在り方その他の金融システム安定のために必要な措置につい

て検討。 

あわせて、金融審議会「我が国金融業の中長期的な在り方に関

するワーキング・グループ」における議論等を踏まえ、我が国金

融業の更なる機能強化のための方策について検討。 

 

 

○ 保険商品・サービスの提供等の在り方についての検討 

 

我が国における少子高齢化の急速な進行などの社会経済の変化

を背景に、保険に対するニーズが多様化するとともに、保険の販

売形態も多様化している。このような状況のもと、 

一 保険契約者の多様なニーズに応えるための保険商品やサービ

スの提供及び保険会社等の業務範囲の在り方 

二 必要な情報が簡潔で分かりやすく提供されるための保険募

集・販売の在り方 

等について、規制の全体像を視野に入れつつ検討。 
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平成24年５月15日現在

座 長 ※ 吉野　 直行 慶應義塾大学経済学部教授

メンバー ※ 秋池　 玲子 ボストンコンサルティンググループ　パートナー・マネージングディレクター

井潟　 正彦 （株）野村資本市場研究所執行役員

犬飼　 重仁 早稲田大学法学学術院教授

大垣　 尚司 立命館大学大学院法学研究科教授

※ 大崎　 貞和 （株）野村総合研究所主席研究員

※ 太田　 克彦 新日本製鐵（株）常務取締役

小野　 有人 みずほ総合研究所（株）主席研究員

小幡　 績 慶應義塾大学経営管理研究科准教授

※ 川島　 千裕 日本労働組合総連合会総合政策局長

※ 川波　 洋一 九州大学大学院経済学研究院教授

※ 神田　 秀樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

※ 河野　 栄子 ＤＩＣ（株）社外取締役

後藤　 康雄 （株）三菱総合研究所主席研究員

齋藤　 一朗 小樽商科大学大学院商学研究科教授

篠原　 文也 ジャーナリスト

※ 永沢　 裕美子 Foster　Forum　良質な金融商品を育てる会

藤原　 美喜子 アルファ・アソシエイツ(株)代表取締役社長

山田　 能伸 ドイツ証券（株）マネージングディレクター

※ 家森　 信善 名古屋大学大学院経済学研究科教授

（敬称略）
（※印は金融審議会委員）

メンバー名簿

「我が国金融業の中長期的な在り方に関するワーキング・グループ」

資料５－１－５
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オブザーバー 待井   寿郎 （株）国際協力銀行業務企画室長

岩間　 邦彦 （株）日本政策金融公庫中小企業事業本部事業企画部長

地下　 誠二 （株）日本政策投資銀行執行役員（特命担当）兼経営企画部担当部長

中島 　隆男 農林中央金庫総合企画部長

小鷹　 一志 三井住友トラスト・ホールディングス業務企画部長（信託協会）

稲垣　 精二 第一生命保険(株)執行役員運用企画部長(生保協）

泰松　 真也
みずほフィナンシャルグループ経営企画部参事役
兼　みずほ総合研究所調査本部金融調査部長（全銀協）

加幡　 英雄 多摩信用金庫常務理事（全信協）

大塚　 和男　 大東京信用組合常務理事（全信中協）

八木　 稔 （株）静岡銀行理事経営企画部長（地銀協）

安藤　 栄二 全国労働金庫協会執行役員経営企画部長

杉田　 尚人 （株）名古屋銀行総合企画部長（第二地銀協）

大谷　 直也 大和証券（株）経営企画部担当部長(日証協)

半田　 禎 東京海上日動火災保険（株）経営企画部部長（損保協）

梅森　 徹 日本銀行企画局審議役

岡田　 江平 経済産業省経済産業政策局産業資金課長

森山　 茂樹 財務省大臣官房信用機構課長

（敬称略）
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座 長 岩原　紳作 東京大学大学院法学政治学研究科教授

委 員 ※ 秋池　玲子

井上　聡 弁護士（長島・大野・常松法律事務所）

※ 大崎　貞和 ㈱野村総合研究所主席研究員

※ 太田　克彦 新日本製鐵㈱常務取締役

翁　　百合 ㈱日本総合研究所理事

小野　有人 みずほ総合研究所㈱主席研究員

川口　恭弘 同志社大学法学部教授

※ 川波　洋一 九州大学大学院経済学研究院教授

小出　篤 学習院大学法学部教授

※ 田島　優子 弁護士（さわやか法律事務所）

松井　智予 上智大学法科大学院准教授

森　　公高 公認会計士（あずさ監査法人）

森下　哲朗 上智大学法科大学院教授

山手　章 公認会計士（あらた監査法人）

山本　和彦 一橋大学大学院法学研究科教授

※ 家森　信善 名古屋大学大学院経済学研究科教授

和仁　亮裕

オブザーバー 全国銀行協会　全国地方銀行協会　第二地方銀行協会　国際銀行協会　信託協会

全国信用金庫協会　全国信用組合中央協会　全国労働金庫協会　農林中央金庫　

法務省　財務省　日本銀行　預金保険機構　

（※印は金融審議会委員）

ボストンコンサルティンググループパートナー・マネージングディレクター

弁護士（外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ）

金融システム安定等に資する銀行規制等の在り方に関する

平成24年５月29日現在

ワーキング・グループ委員等名簿

（敬称略・五十音順）
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資料５－１－７ 

「保険商品・サービスの提供等の在り方に関するワーキング・グループ」

メンバー名簿 

平成 24 年６月７日現在 

座 長  ※洲崎 博史  京都大学大学院法学研究科教授 

メ ン バ ー     阿部 泰久  日本経済団体連合会経済基盤本部長 

             ※沖野 眞巳   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

        加藤 広亮    ボストンコンサルティンググループ シニアパートナ

ー＆マネージングディレクター 

※川島 千裕    日本労働組合総連合会総合政策局長   

              神戸 孝     FP アソシエイツ＆コンサルティング㈱ チーフ・エグ

ゼクティブディレクター 

              後藤 元     東京大学大学院法学政治学研究科准教授 

        ※田島 優子  弁護士、公認会計士・監査審査会委員 

              丹野 美絵子  社団法人全国消費生活相談員協会理事長 

         錦野 裕宗  弁護士（中央総合法律事務所） 

              水口 啓子   株式会社日本格付研究所チーフアナリスト兼格付企画

部長 

         山下 友信  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

             ※家森 信善  名古屋大学大学院経済学研究科教授 

          米山 高生    一橋大学大学院商学研究科教授 

オブザーバー     梅﨑 輝喜    明治安田生命保険相互会社調査部長 

        村田 毅   三井住友海上火災保険株式会社経営企画部部長 

     五十嵐 正明  一般社団法人日本少額短期保険協会専務理事 

              瀧下 行夫  外国損害保険協会専務理事 

         荻野 明廣  株式会社イーグル商会代表取締役 

（社団法人日本損害保険代理業協会名誉会長） 

        葛石 智   一般社団法人日本保険仲立人協会会長 

               （敬称略・五十音順） 

（※印は金融審議会委員） 

387



「インサイダー取引規制に関するワーキング・グループ」メンバー名簿

平成23年12月15日現在　

座　　長 ※ 神田　秀樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

メンバー 阿部　泰久 日本経済団体連合会経済基盤本部長

上柳　敏郎 東京駿河台法律事務所弁護士

※ 大崎　貞和 ㈱野村総合研究所主席研究員

川口　恭弘 同志社大学法学部教授

川田　順一 ＪＸホールディングス㈱取締役常務執行役員

※ 神作　裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

※ 黒沼　悦郎 早稲田大学大学院法務研究科教授

小林　繁治 ㈱大阪証券取引所上席執行役員

佐伯　仁志 東京大学大学院法学政治学研究科教授

静　　正樹 ㈱東京証券取引所常務執行役員

※ 田島　優子 さわやか法律事務所弁護士

田中　浩 野村證券㈱代表執行役専務

平田　公一 日本証券業協会常務執行役

柳川　範之 東京大学大学院経済学研究科教授

綿貫　治子 ゴールドマン・サックス証券㈱取締役

オブザーバー 和田　雅樹 法務省刑事局刑事課長

（敬称略・五十音順）

（※印は金融審議会委員）

資料５－１－８
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平成24年6月1日現在

座 長 ※ 神 田 秀 樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

メ ン バ ー 井 潟 正 彦 （株）野村資本市場研究所　執行役員

石 黒 徹 弁護士（森・濱田松本法律事務所）

上 柳 敏 郎 弁護士（東京駿河台法律事務所）

※ 大 崎 貞 和 （株）野村総合研究所主席研究員

※ 沖 野 眞 已 東京大学大学院法学政治学研究科教授　

沖 本 竜 義 一橋大学大学院国際企業戦略研究科准教授

※ 川 波 洋 一 九州大学大学院経済学研究院教授

※ 神 作 裕 之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

草 野 芳 郎 学習院大学法学部法学科教授

※ 黒 沼 悦 郎 早稲田大学大学院法務研究科教授

※ 河 野 栄 子 ＤＩＣ（株）社外取締役

小 沼 泰 之

島 田 知 保 専門誌「投資信託事情」発行人兼編集長

清 水 毅 あらた監査法人　代表社員　公認会計士

※ 田 島 優 子 弁護士、公認会計士・監査審査会委員

※ 永 沢 裕 美 子 FosterForum良質な金融商品を育てる会 事務局長

村 木 正 雄

オブザーバー

資料５－１－９

投資信託・投資法人法制の見直しに関するワーキング・グループ委員等名簿

ドイツ証券（株）ディレクター兼シニアアナリスト

国土交通省　　　　信託協会    　　　  全国銀行協会

(株)東京証券取引所　執行役員　上場推進部長
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（敬称略・五十音順）

（※印は金融審議会委員）

投資信託協会　　　日本証券業協会　　　不動産証券化協会　　　
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資料５－２－１

会　　長 落 合 誠 一  中央大学法科大学院教授

委　　員 古 笛 恵 子  弁護士

金 野 正 英  (社)日本損害保険協会自賠責保険特別委員会委員長

勝 瑞 保  全国共済農業協同組合連合会代表理事専務

鈴 木 雅 己  損害保険料率算出機構専務理事

関 政 治  全日本交通運輸産業労働組合協議会事務局長

戸 川 孝 仁  全国交通事故遺族の会副会長

西 原 浩 一 郎  全日本自動車産業労働組合総連合会会長

広 重 美 希
 消費生活専門相談員
 （元(財)日本消費者協会出版啓発部啓発課課長）

福 田 弥 夫  日本大学通信教育部長・日本大学法学部教授

堀 田 一 吉  慶應義塾大学商学部教授

宮 近 清 文 一般社団法人日本自動車会議所保険委員会委員長

山 本 眞 弓  弁護士

特別委員 北 原 浩 一  NPO法人交通事故後遺障害者家族の会代表

清 水 涼 子  関西大学大学院会計研究科教授

高 橋 伸 子  生活経済ジャーナリスト

田 中 節 夫  一般社団法人日本自動車連盟会長

野 尻 俊 明  流通経済大学法学部教授

藤 川 謙 二  (社）日本医師会常任理事

（敬称略・五十音順）    

自動車損害賠償責任保険審議会委員名簿

（平成24年1月31日現在）
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企業会計審議会の組織図

総 会

監 査 部 会企画調整部会 内部統制部会

資料５－３－１
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「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」
（2009年６月３０日・企業会計審議会）

考慮事項

１．IFRSの内容

２．IFRSを適用する場合の言語

３．IFRSの設定におけるデュー・プロセスの確保

４．IFRSに対する実務の対応、教育・訓練

５．IFRSの設定やガバナンスへの我が国の関与の強化

６．XBRLのIFRSへの対応

７．我が国の会計を取り巻く国際的な諸情勢

２０１０年３月期 ： 国際的な財務・事業活動を行っている上場企業の連結財務諸表に任意適用。

とりあえず２０１２年目途 ： 上場企業の連結財務諸表への強制適用の是非を判断。

強制適用の場合、少なくとも３年の準備期間

（２０１２年に判断の場合、２０１５年又は２０１６年に適用開始）

国際会計基準（IFRS)の適用

資料５－３－２
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資料５－３－３
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会計不正等に対応した監査基準の検討について

我が国における近時の会計不正事案においては、結果とし

て公認会計士監査が有効に機能しておらず、より実効的な監

査手続を求める指摘がある。

本監査部会においては、国際的な議論の動向等も踏まえつ

つ、我が国の監査をより実効性のあるものとするとの観点か

ら、会計不正等に対応した監査手続等の検討を行い、公認会

計士の行う監査の規範である監査基準等について所要の見

直しを行うこととする。

今回の検討は、１年程度を目途に検討することとする。

まず、夏までに３回程度部会を開催し、公認会計士監査の

問題点等について幅広く意見を聴取した上で、当部会での検

討が必要と考えられる項目を整理していくこととしてはど

うか。

企業会計審議会監査部会資料（５月 30 日）

資料５－３－４
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資料５－４－１

平成24年6月7日現在
（消費者行政機関等）
消費者庁地方協力課長 林 俊 行
国民生活センター相談情報部長 鈴 木 基 代
東京都消費生活総合センター所長 佐 藤 直 樹
日本司法支援センター第一事業部情報提供課長 鹿士 眞由美

（消費者団体）
全国消費者団体連絡会事務局 依 光 道 代
日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任理事 唯 根 妙 子
全国消費生活相談員協会理事長 丹野 美絵子

（指定紛争解決機関）
全国銀行協会業務部金融ＡＤＲ室長 渡 邉 俊 之
信託協会信託相談所長 岡 本 康 二
生命保険協会生命保険相談室担当部長 酒 巻 宏 明
日本損害保険協会損害保険相談・紛争解決サポートセンター本部長 森 栄 二
保険オンブズマン専務理事 瀧 下 行 夫
日本少額短期保険協会少額短期ほけん相談室主任相談員 齋 藤 博 行
証券・金融商品あっせん相談センター副センター長 坂 井 竜 裕
日本貸金業協会貸金業相談・紛争解決センター長 八 木 直 人

（業界団体・自主規制機関）
全国信用金庫協会業務管理部長 阿 部 吉 邦
全国信用組合中央協会しんくみ相談所長 近 藤 高 弘
全国労働金庫協会コンプライアンス室長 高 久 透
日本商品先物取引協会自主規制グループ長 中 曽 根 淳
農林中央金庫総合企画部企画開発グループ担当部長（農漁協系統金融機関代表） 小 門 賢 一
不動産証券化協会総務部長・苦情相談室長 山口 真紀子
日本資金決済業協会事務局長 永 澤 修

（弁護士会）
長島・大野・常松法律事務所，弁護士 井 上 聡
西村あさひ法律事務所，弁護士 森 倫 洋
港共同法律事務所，弁護士 石 戸 谷 豊

（学識経験者）
生活経済ジャーナリスト 高 橋 伸 子
早稲田大学法学学術院教授 犬 飼 重 仁
東京大学大学院法学政治学研究科教授 神 作 裕 之

【座長】一橋大学大学院法学研究科教授 山 本 和 彦

（金融当局）
金融庁総務企画局企画課長 黒 澤 利 武
金融庁総務企画局政策課金融サービス利用者相談室長 嶋 野 彦 実
金融庁監督局総務課長 長 谷 川 靖
経済産業省経済産業政策局産業資金課課長補佐 中 村 英 晴
厚生労働省労働基準局勤労者生活課労働金庫業務室室長補佐 幡 野 一 成
国土交通省総合政策局不動産業課不動産投資市場整備室長 横 田 正 文
総務省情報流通行政局郵政行政部貯金保険課長 徳 永 誠 司
農林水産省経営局金融調整課組合金融指導官 丸 山 昌 弘

〔計37名〕
（事務局）
金融庁総務企画局企画課金融トラブル解決制度推進室長 橋 本 文 夫

〔合計38名〕

金融トラブル連絡調整協議会委員名簿

（敬称略、順不同）
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資料５－４－２

金融トラブル連絡調整協議会の開催状況

回数 開催日 議題 

1 
平成 12 年 

9 月 7 日

○金融審議会答申及びワーキンググループ報告について 

○金融トラブル連絡調整協議会の運営方法について 

2 11 月 8 日 ○「個別紛争処理における機関間連携の強化」について 

3 
平成 13 年 

1 月 16 日
○「苦情・紛争処理手続の透明化」について 

4 4 月 3 日 ○「苦情・紛争処理事案のフォローアップ」について 

5 5 月 31 日 ○「苦情・紛争処理実績に関する積極的公表」について 

6 8 月 7 日 ○「広報活動を含む消費者アクセスの改善」について 

7 10 月 2 日 ○「機関間連携のあり方」について 

8 11 月 19 日 ○「苦情・紛争処理のモデルの中間試案」について 

9 
平成 14 年 

1 月 15 日

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル

（案）」について 

10 2 月 8 日 ○「協議会における今後の取組みに係る論点メモ」について 

11 3 月 27 日 ○「苦情・紛争解決支援のモデル（案）に寄せられた意見」について 

12 4 月 25 日 ○「苦情・紛争解決支援のモデルの修正案」について 

13 5 月 23 日 ○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の取組みについて」（１） 

14 6 月 17 日 ○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の取組みについて」（２） 

15 7 月 22 日
○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の進め方について」 

○「苦情・紛争解決支援のモデルのフォローアップの方法」について 

16 10 月 11 日 ○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（１） 

17 11 月 5 日 ○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（２） 

18 12 月 12 日
○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（３） 

○「機関間連携（総論）」について（１） 

19 
平成 15 年 

2 月 5 日

○「機関間連携（総論）」について（２） 

○「実務者ネットワークの論点整理」について（１） 

○「金融商品販売法の施行状況の調査、点検の結果」について 

20 4 月 21 日
○「機関間連携（弁護士仲裁センター）」について（１） 

○「苦情・紛争解決支援規則の再評価結果」について 

21 6 月 24 日

○「機関間連携（弁護士仲裁センター）」について（２） 

○「実務者ネットワークの論点整理」について（２） 

○「消費者の認知に向けた PR」について 

22 9 月 9 日
○「公的機関との連携」について（１） 

○「金融トラブルの解決に向けたその他の方策」について 

23 11 月 25 日

○「公的機関との連携」について（２） 

○「協議会の今後の進め方」について 

○「その他：外国為替証拠金取引」について 
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回数 開催日 議題 

24 
平成 16 年 

3 月 24 日

○「平成 15 年中の苦情紛争解決事例等」について 

○「金融商品販売法の施行状況フォローアップ」について 

25 5 月 28 日
○「証券分野における苦情紛争解決の取組み」について 

○「無認可共済に係る相談事例等」について 

26 6 月 24 日

○総合的なＡＤＲの制度基盤の整備の検討状況について 

○平成 15 年度内の規則及び運用の改善等について 

○金融トラブル連絡調整協議会の成果等について 

27 9 月 10 日

○ＡＤＲ法（仮称）の検討状況について 

○「金融サービス利用者相談室」（仮称）の設置について 

○今後の協議会の活動について 

28 
平成 17 年 

1 月 31 日

○苦情紛争事例のケース・スタディ 

○海外のＡＤＲ事情報告について 

○「金融サービス利用者相談室」の設置について 

29 6 月 3 日
○平成 16 年度内の規則及び運用の改善等について 

○平成 16 年度中の苦情・紛争事例等について 

30 10 月 27 日

○金融サービス利用者相談室における相談等の受付状況等について 

○裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）関係法令に係る今後の見通し等について 

○偽造・盗難キャッシュカード問題について 

○投資サービス法（仮称）の検討状況について 

31 
平成 18 年 

6 月 23 日

○金融商品取引法等について 

○平成 17 年度の規則の改善等の報告 

○参加団体等における裁判外紛争処理に係る取組みについて 

32 12 月 6 日

○業界団体の苦情紛争解決支援手続の運用面等改善の取組みについて 

○金融サービス利用者相談室における相談等の受付状況等について 

○裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ＡＤＲ法）の平成 19 年４月

施行に向けた事前説明について 

○金融商品取引法の認定投資者保護団体制度の活用について 

○本人確認法施行令等の改正について 

33 
平成 19 年 

6 月 12 日

○ＡＤＲ法の認証及び金商法（認定投資者保護団体）の認定取得について 

○利用者相談室満足度調査について 

○日本司法支援センター（法テラス）の概要について 

○多重債務問題解決のためのカウンセリングシンポジウムについて 

○平成 18 年度における業界団体・自主規制機関の苦情・紛争解決支援について

34 12 月 7 日

○「国民生活センターの在り方等に関する検討会」最終報告について 

○業界団体からの報告 

○業界団体の苦情・紛争解決支援手続規則の用語について 

○紛争解決支援手続の弁護士会仲裁センター委託方式における問題点について

○業界団体の紛争解決支援手続の利用促進について 

35 
平成 20 年 

3 月 31 日

○金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル改

正のためのワーキンググループについて 

○業界団体等からの報告 

○訴訟等を理由とする金融ＡＤＲ手続の拒否について等 

○最近の消費者政策を踏まえた自由討議 
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回数 開催日 議題 

36 5 月 14 日
○日本少額短期保険協会における苦情・紛争解決支援の取組み 

○金融トラブル連絡調整協議会のこれまでの取組みと今後の金融ＡＤＲの方向

性について 

37 6 月 17 日
○平成 19 年度における業界団体・自主規制機関の苦情・紛争解決支援について

○金融ＡＤＲの整備にかかる今後の課題について 

38 6 月 24 日 ○金融ＡＤＲの整備にかかる今後の課題について（続き） 

39 12 月 24 日

○業界団体からの報告 

○金融審議会金融分科会第一部会・第二部会合同会合報告について 

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル」

の改正案について 

40 
平成 21 年 

6 月 19 日

○平成 20 年度における苦情・紛争解決支援について 

○金融トラブル連絡調整協議会の今後の役割について 

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル」

の改正について 

41 
平成 23 年 

 2 月 14 日

○金融ＡＤＲ制度に関する取組状況等 

○各指定紛争解決機関の業務の実施状況等 

○金融トラブル連絡調整協議会の今後の進め方及び自由討議 

42 12 月 1 日
○各金融ＡＤＲ機関等の紛争解決等業務の実施状況 

○各金融ＡＤＲ機関の利用者利便性向上に向けた取組状況等 

43 
平成 24 年 

6 月 7 日

○各金融ＡＤＲ機関の紛争解決等業務の実施状況（平成 23 年度） 

○無登録業者等に関する相談・苦情等の状況 

○「利用者利便性向上に向けたアンケート」の実施状況 

401



金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデルについて 

１．モデルの位置付け 

○ このモデルは、金融分野における苦情・紛争解決支援の改善のため、現状にお

いて実現可能な範囲の下で理想的と考えられる苦情・紛争解決支援手続を金融ト

ラブル連絡調整協議会として策定したものであり、金融分野における各業界団

体・自主規制機関において、このモデルを踏まえた苦情・紛争解決支援手続の整

備が期待されるものと位置付けられる。 

○ なお、このモデルでは、業界団体・自主規制機関が行なう苦情・紛争の解決に

ついて、これまでの「処理」という概念に替えて、当事者による解決を支援する

という立場を明確にするため、「解決支援」という概念を導入している。 

２．モデルの策定の経緯 

平成１２年 ９月 ７日 協議会設置 

平成１３年 １月１７日 モデル策定及びモデル策定のためのワーキンググルー

プの設置を決定。 

      ３月 ６日 ワーキンググループ設置。 

     １１月１９日 モデルの中間試案を検討。 

平成１４年 １月１５日 各界からの意見を募集に付すためのモデル案を決定。 

      ４月２５日 モデルを決定。 

３．モデルの概要 

① 理念的事項 

○ 金融分野における苦情・紛争解決支援の基本的理念として、「公正中立」、「透

明性」、「簡易・迅速・低廉」、「実効性の確保」、「金融市場の健全な発展」を明

示。 

○ 苦情等の発生原因の解明及び会員企業・消費者への周知等を通じた再発防止

への取組みを業界団体等が設置する苦情・紛争解決支援機関（以下「機関」と

いう。）の責務として規定。 

② 通則的事項 

○ 苦情・紛争の定義や守秘義務等の苦情解決支援と紛争解決支援に共通する事

項を規定。 

資料５－４－３ 
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○ 機関の利用を促進するため、機関及び会員企業による機関の消費者への周知

やアクセスポイントの拡充等を規定。 

○ いわゆる「たらい回し」を防ぐため、機関間連携として行なうべきことを提

示。 

○ 苦情・紛争解決支援実績等の公表や機関に対する外部評価の実施を通じて機

関の運営の適正化や規制整備を推進。 

③ 苦情解決支援規則 

○ 取扱う苦情や苦情申立人の範囲、標準処理期間、苦情解決支援を行なわない

場合を明示することにより、手続の進行に当たっての基準を明確化。 

○ 苦情受付時の手続の概要の説明や苦情解決支援を行なわない場合の理由の説

明、結果の報告、苦情未解決の場合の取扱い等、機関が申立人に対して行なう

べきことを規定。 

○ 苦情の解決の促進や、機関による調査への協力、相対交渉の際の対応等の会

員企業が行なうべきことを明示。 

○ 会員企業に対する措置・勧告等苦情の解決及び再発防止に向けて機関が積極

的に行なうべきことを規定。 

○ 紛争解決支援手続を設けていない機関も想定して、他の紛争解決機関の紹介

や苦情解決支援段階での解決案の提示も規定。 

④ 紛争解決支援規則 

○ 紛争解決支援委員会（機関の委嘱を受けて紛争解決支援手続を実施する者）

の設置や利害関係者の排除、運営委員会の設置等を規定することにより、機関

の組織面からも中立性・公正性を担保。 

○ 取り扱う紛争や紛争申立人・代理人の範囲、あっせん・調停を行なわない場

合や手続を打ち切る場合等の手続の進行に当たっての基準を明確化。 

○ 会員企業に対する事実調査・資料提出要求や措置・勧告等の機関の会員企業

に対する権限を明確化するとともに、調査等に対する会員企業の協力義務を規

定。 

○ 提示されたあっせん・調停案について、会員企業による尊重義務を規定する

とともに、正当な理由なく受諾しない場合など紛争解決支援委員会が必要と認

める場合は、当該企業名を公表することも併せて規定。 
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金融分野における裁判外の苦情・紛争解決支援制度（金融ＡＤＲ）の整備

にかかる今後の課題について（座長メモ）要旨 

平成 20年６月 24日 金融トラブル連絡調整協議会 

金融ＡＤＲのあり方 

○金融ＡＤＲの理念 

金融ＡＤＲは、金融トラブルにおける個別の利用者保護だけでなく、金融取引適

正化のルールの実効性確保の仕組みであり、その充実は、金融取引への消費者の信

頼を高め、金融・資本市場の健全な発展にも資する。 

金融ＡＤＲは、①業界横断的機能、②苦情・紛争解決の一連の手続、③中立・公

正性、透明性、秘密性、迅速性、低廉性という手続の質、の３要素の実現が重要。 

○運営主体 

金融の専門性の観点から、業界団体等で蓄積する知識・経験や人材を使うべきで

あり、民間が金融ＡＤＲの運営主体となるべきとの意見が多数。 

○中立性・公正性の確保 

紛争解決支援に従事する者、相談対応や苦情解決支援に従事する者に、中立・公

正に権限を行使できる立場が確保されるべきとの意見が、消費者団体、弁護士会、

学識経験者委員の大勢。 

金融ＡＤＲは、独立採算制の委員会による運営とし、組織の手続の透明性を高め

るなど、その独立性・透明性が明らかとなるような組織構築が必要であるとの意見

が、消費者団体、弁護士会、学識経験者委員の大勢。 

他方、業界団体等委員からは、業者に対しても中立・公正であることが必要との

意見。 

○実効性の確保 

・自主規制機関化 

消費者団体、弁護士会委員から、業法上の自主規制機関化により、柔軟・迅速に

拘束力ある自主規制規則を積み上げ、苦情・紛争解決に際し考慮するルールとでき

る、また、紛争解決を通じ、販売方法等の改善策の検討ができるとの意見。 

他方、業法上の自主規制機関化が直ちにＡＤＲ機能の強化につながるか疑問との

意見、業法上の自主規制機関化以外に、例えば、任意団体での申合せや、ＡＤＲ機

能の法制化等により、金融ＡＤＲの実効性を確保できるとの意見が、業界団体等委

員等の多数であり、弁護士会、学識経験者委員にも同様の意見。 

資料５－４－４ 
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・金融ＡＤＲ機関の認定 

金融ＡＤＲ機関に一定の水準を確保するため、金融庁等の行政が、認定すること

とし、中立性・公正性確保のための体制、金融の専門的知見を有する手続実施者の

選任体制、実効性ある解決のための手続規則などを要件としてはどうかとの意見が、

消費者団体、弁護士会、学識経験者委員の大勢。 

・金融ＡＤＲ機関との契約締結義務付け 

業者に、上記認定金融ＡＤＲ機関との契約締結を免許等の要件として義務付け、

さらに手続応諾義務、誠実交渉義務、結果尊重義務が課され、また、アクセスの容

易性への配慮がされるべきとの意見が、消費者団体、弁護士会、学識経験者委員の

大勢。 

○統一化・包括化 

将来的には統一的・包括的な第三者型機関を設置等することが望ましいが、解決

すべき課題も多く、慎重な検討が必要であり、各金融ＡＤＲの組織や運営の水準を

引き上げるなど標準化を図り、連携を強化しつつ、中長期的に検討していくべきと

の意見が多数。 

○今後の方向性 

金融ＡＤＲ機関に一定の水準・要件を確保等するための法的整備が必要であると

の意見が、消費者団体、弁護士会、学識経験者委員の大勢。 

業者の、一定の水準・要件を満たす金融ＡＤＲ機関における手続応諾義務、誠実

交渉義務、結果尊重義務を、法的に担保することが必要との意見が、消費者団体、

弁護士会、学識経験者委員の大勢。 

他方、業界団体等委員からは、自主的取組みの結果、金融ＡＤＲの公正性・中立

性、業者の手続応諾等が確保されてきており、自主的な取組みを強化していくこと

でよいとの意見が多数。 

おわりに 

本座長メモが遅滞なく、業界団体等において、今後の金融ＡＤＲ改善の取組みに

活かされるとともに、政府において、今後の金融ＡＤＲの改善に向けた具体的な検

討に活かされることを期待。 

以 上 
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資料５－４－５

前年
同期比

不開始 解決 移行 不応諾 不調 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

113 1,946 343% 2,059 1,673 386 0 607 635 0 133 0 298 1,673 788 440 310 135 1,673

0 8 166% 8 4 4 0 2 2 0 0 0 0 4 1 2 1 0 4

0 545 56% 545 388 157 0 196 163 0 1 0 28 388 98 149 124 17 388

0 2,380 69% 2,380 1,722 658 0 1,411 179 0 115 0 17 1,722 587 703 325 107 1,722

0 401 増減なし 401 328 73 4 268 6 0 41 0 9 328 204 87 32 5 328

1 110 214% 111 103 8 1 94 5 0 1 0 2 103 98 3 2 0 103

0 556 28% 556 446 110 0 339 79 0 17 0 11 446 361 66 19 0 446

3 268 ▲57% 271 268 3 0 258 2 0 2 0 6 268 259 7 1 1 268

生命保険協会

（注３）受付件数及び既済件数は速報値である。

各金融ＡＤＲ機関の苦情処理手続実施状況
（平成22年10月1日～平成23年9月30日）

当期の
受付件数

受付件数
計

全国銀行協会

H22年
9月30日
までの
受付件数

１．苦情処理手続の実施状況 （単位：件）

日本損害保険協会

保険オンブズマン

証券・金融商品
あっせん相談センター

（注２）証券・金融商品あっせん相談センターは、平成23年4月1日から紛争解決
　　等業務を開始。

日本少額短期保険協会

日本貸金業協会

（注１）各金融ＡＤＲ機関からの報告に基づき金融庁で作成。

信託協会

（２）苦情処理手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）苦情処理手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

（1）苦情処理手続件数（当期の状況）

当期の
既済件数

当期の
未済件数

(金融ＡＤＲ機関名)

【凡例】
○不開始・・・手続が開始される前に苦情が解決したため、手続開始に至らなかったもの。
○解 決・・・手続開始後に苦情が解決したもの。
○移 行・・・苦情処理手続を実施したが、最終的に紛争解決手続へ移行したもの。
○不応諾・・・金融機関が苦情処理手続に応じなかったもの。
○不 調・・・苦情処理手続を実施したが、申立人の納得が得られなかったもの（移行を除く）。
○移 送・・・指定紛争解決機関が、他の指定紛争解決機関の苦情処理手続に付することが適当と認めたもの。
○その他・・・苦情処理手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。

（注２）
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前年
同期比

和解
特別
調停

見込み
なし

双方の
離脱

一方の
離脱

不応諾 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

54 675 472% 729 383 346 191 0 182 0 10 0 0 0 383 15 109 185 74 383

- 2 皆増 2 2 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 1 1 0 0 2

- 218 56% 218 109 109 3 6 97 0 3 0 0 0 109 21 35 47 6 109

- 293 372% 293 180 113 20 21 124 1 8 0 0 6 180 4 59 104 13 180

- 8 - 8 1 7 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1

- 5 - 5 4 1 2 0 0 1 0 0 0 1 4 0 1 3 0 4

- 112 34% 112 55 57 35 0 19 0 1 0 0 0 55 0 37 18 0 55

- 7 - 7 7 0 4 0 0 0 0 0 0 3 7 1 3 2 1 7日本貸金業協会

（注１）各金融ＡＤＲ機関からの報告に基づき金融庁で作成。

日本少額短期保険協会

(金融ＡＤＲ機関名)

全国銀行協会

当期の
未済件数

（注２）保険オンブズマン、日本少額短期保険協会及び日本貸金業協会の紛
　　争案件については、金融ＡＤＲ機関指定後、新たに取扱いを開始。

各金融ＡＤＲ機関の紛争解決手続実施状況
（平成22年10月1日～平成23年9月30日）

当期の
受付件数

受付件数
計

（２）紛争解決手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）紛争解決手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

成　立

２．紛争解決手続の実施状況 （単位：件）

（1）紛争解決手続件数（当期の状況）

（注３）証券・金融商品あっせん相談センターは、平成23年4月1日から紛争解
　　決等業務を開始。

（注４）受付件数及び既済件数は速報値である。

証券・金融商品
あっせん相談センター

成立以外

保険オンブズマン

当期の
既済件数

生命保険協会

H22年
9月30日
までの
受付件数

信託協会

日本損害保険協会

【凡例】
○和 解・・・紛争解決委員が提示する和解案により解決したもの。
○特別 調 停・・・紛争解決委員が提示する特別調停案（和解案であって、金融機関が原則受け入れなければならないもの）

により解決したもの。

○見込みなし・・・紛争解決委員が、紛争解決手続によっては、和解が成立する見込みがないと判断して終了したものなど。
○双方の離脱・・・紛争の当事者双方が、紛争解決手続によっては紛争の解決を図ることはしないこととして、合意により終

了したもの。

○一方の離脱・・・紛争の当事者のいずれか一方が、申立ての取下げや手続からの離脱により終了したもの。
○不 応 諾・・・顧客の不応諾及び金融機関の正当な理由のある不応諾。

○移 送・・・紛争解決委員が、他の指定紛争解決機関の紛争解決手続に付することが適当と認めたもの。

○そ の 他・・・紛争解決手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。

（注２）

（注２）

（注２）

（注３）
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全国銀行協会 信託協会 生命保険協会 日本損害保険協会 保険オンブズマン 日本少額短期保険協会
証券・金融商品

あっせん相談センター 日本貸金業協会

●平成２３年１０月から『苦情対
応・紛争解決手続改善のための
アンケート』を実施中。

●平成２３年１０月から『苦情対
応・紛争解決手続に関するアン
ケート』を実施中。

●遅くとも平成２４年４月までに
アンケートを実施予定。

●来春までに（アンケートの準備
が整い次第）実施する方向で検
討中。

●来春までに実施する方向で検
討中。

●平成２３年９月から『ご利用者
アンケート』を実施中。

●実施目的は、手続の改善であ
ることから結果は非公表。

●実施対象は、紛争事案におい
て「和解」に至った事案における
当事者双方。

●実施内容は、全銀協相談室を
知ったきっかけ、相談員の対応、
申立書等の記載の負担感、あっ
せん委員の対応、所要期間、一
連の手続に関する満足度等。

●実施目的は、手続の改善であ
ることから結果は非公表。

●実施対象は、紛争事案におい
て「和解」に至った事案における
当事者双方。

●実施内容は、信託相談所を
知ったきっかけ、ＨＰの内容、相
談員及びあっせん委員の対応、
所要期間等。

●実施目的は、手続の改善及び
裁定審査会の周知施策等の参
考のため。

●実施対象は、紛争事案におい
て「和解」に至った事案における
申立人から着手することを検討
中。（保険会社については、既に
年２回各社との研修会において
実施中。）

●実施内容は、手続面に関する
設問を中心とすることを検討中。

●実施目的は、手続の改善及び
効果的な周知方法のための参
考。

●実施対象は、紛争事案におい
て「和解」に至った事案における
申立人から着手するが、運用状
況を踏まえつつ範囲の拡大につ
いて検討。

●実施内容は、手続面に関する
設問を中心とすることを検討中。

●実施目的は、裁定委員会の
運営等の参考。

●実施対象は、紛争事案におけ
る申立人を検討中。

●実施内容は、他の機関との情
報交換を進めた上で検討。

●実施目的は、手続の改善等で
あることから結果は非公表。

●実施対象は、紛争事案におい
て終結（和解・不調等）した事案
における当事者双方。また、アン
ケートの合理性を検証するた
め、事案を担当した相談員にも
実施。

●実施内容は、事務局及びあっ
せん委員の対応、所要期間等。

●全国５１ヵ所の各地銀行協会
で事情聴取が行える「電話会議
システム」を導入済。

●「対面」及び「テレビ会議シス
テム」による事情聴取について
は、大阪・名古屋・札幌・仙台・
福岡の５都市において実施。（今
後、金沢・広島・高松に拡充予
定。）

●利用者の自宅で事情聴取が
行える「電話会議システム」を導
入済。

●利用者が「対面」での事情聴
取を望む場合の旅費について
は、原則自己負担としつつ、利
用者の状況によっては協会が旅
費を支給する規程を整備中。

●全国５３ヵ所の地方連絡所で
事情聴取が行える「テレビ会議
システム」を導入済。

●東京・大阪において、「対面」
による事情聴取を実施。（ただ
し、内容に応じて書面を中心とし
た手続とする等、遠隔地の利用
者に配慮。）

●これに加え、２４年度以降は、
「テレビ会議システム」の導入に
より、全国９主要地方都市にお
いて事情聴取を実施する予定。

●申立人に対し旅費を支給の
上、東京にて「対面」による事情
聴取を実施。（介護を要する場
合は介護人の旅費も負担。）

●上記対応が困難な場合には、
調停委員が地方出張して対応。

●紛争解決委員が地方出張し
て、「対面」による事情聴取を実
施。

●全国５０ヵ所で「対面」による事
情聴取を実施。

●全国４７ヵ所の支部又は利用
者の自宅で事情聴取が行える
「電話会議システム」を導入済。

●申立ての一次受付は、申立人
の最寄りの都道府県支部でも受
付けており、利用者の地理的事
情に配慮。

●本人が申立書を書けなくても、
本人が読んで説明できるのであ
れば、家族や友人による代筆を
認めている。

●本人の意思が確認できれば、
家族等が代理で申立書を記載
することも可能。また、代理人と
なり得る者がいる場合は、本人
の意向を確認した上で代理人を
立てることを勧めている。

●職員が必要に応じて記載のア
ドバイスや記載内容の確認を
行った上で、あっせん委員に対
し補足説明を行う等の対応を
行っている。

●苦情については、本人の意向
を確認した上で、家族からの申
立てを受付ている。

●紛争については、申立代理人
を所定の範囲内（法定代理人、
弁護士、配偶者等）で裁定審査
会の判断により認めている。

●申立人に対し、代理人による
申立てを勧める等の対応を行っ
ている。

●親族等の代理人による申立て
を認めている。

●申立人の状況を理解している
代理人を介在させることが可
能。

●代理人が不在の場合は、公
的機関の相談員（民生委員・市
町村の相談員等）に依頼して対
応することも可能。

●一定の条件を満たす代理人
や補佐人を置くことが可能。

●相談員研修等を通じて、高齢
者等へきめ細かな対応を心がけ
る等の指導を実施。

●利用者の負担増にならないよ
う補正作業等に十分時間を掛け
るよう配慮。

●インターネット環境のない高齢
者等に対しては、最寄りの都道
府県支部による直接対応を行っ
ている。

●代理人等を立てることが可
能。

●あっせん申立件数が高水準で
推移しているため、２月に「デリバ
ティブ専門小委員会」を立上げ、４
月からは通常のあっせん小委員会
も２つ増設するなど、順次紛争処
理体制の強化を図っている。

●紛争の多くが「為替デリバティブ
事案」であることを踏まえ、申立手
続簡素化等の観点から、当該事案
に係る定型的な申立書や記載例を
申立人に交付している。

●また、申立ての適格性につい
て、予見可能性を高める観点か
ら、申立希望者に郵送等している
書類に、これまで適格性審査で不
受理となった事例等を１０月から追
記している。

●当機関の認知度を向上させる
ため、ポスターやリーフレットを
作成し、傘下金融機関に配布等
している。

●信託相談所へのフリーダイヤ
ルを設けている。

●全国の消費生活センター等と
の意見交換会を定期的に行い、
金融ＡＤＲの手続きや受付状況
等について消費生活相談員等
に説明し、金融ＡＤＲの理解促進
や周知に努めている。また、意
見交換会での意見等は、集約・
分析のうえ保険会社にフィード
バックを行い、各社業務改善の
一助としている。

●４月から、裁定審査会に委員
を補佐する事務局弁護士を配置
し、審理の効率化・迅速化を図っ
ている（１０月からすべての審査
会に配置済み）。

●特になし。

●苦情等の受付体制を強化す
るため、相談員１名を増員予定。

●２３年度中に当機関へのナビ
ダイヤルを導入予定。

●苦情や紛争の処理体制を強
化するため、２３年度において、
紛争解決委員及び相談員を増
員予定。

●ＨＰの運営に際しては、イラス
ト等を活用し、利用者に分かり易
く平易な表現を用いるよう努めて
いる。

●当協会ＨＰのトップに「貸金業
相談・紛争解決センター」のバ
ナーを新規に設置し、ワンクリッ
クで当該センターのページにアク
セス可能とした。

（注） 全国銀行協会、信託協会及び証券・金融商品あっせん相談センターが実施しているアンケートの様式については、参考資料３を参照のこと。

「利用者利便性向上に
向けた利用者アンケー
ト」等に係る取組状況

（注）

※ 本資料は、各金融ＡＤＲ機関からの報告に基づき、金融庁で作成。〔平成２３年１１月３０日時点〕

その他の取組状況

各金融ＡＤＲ機関の利用者利便性向上に向けた取組状況

金融ＡＤＲ機関

取組み項目

遠隔地利用者への
対応状況〔紛争事案〕

高齢者や判断能力
が衰えている利用
者への対応状況

●他機関の実施状況等を踏ま
え、有効な調査が行えるようであ
れば実施する。

●相談・苦情の申出者に対して
は、手続終了時に口頭で可能な
限り、ニーズを満たしたかどうか
の確認を実施中。

●紛争については、和解が成立
したものについて、満足度の確
認を実施中。

●さらに、毎年、外部専門会社
に依頼して、電話相談等のブラ
インド調査を実施している。
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資料５－４－６

平成22年
度比

不開始 解決 移行 不応諾 不調 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

455 2,256 91% 2,711 2,320 391 0 684 1,039 0 210 0 387 2,320 1,048 638 434 200 2,320

1 10 233% 11 10 1 0 8 2 0 0 0 0 10 2 5 3 0 10

132 523 14% 655 529 126 0 232 239 0 7 0 51 529 98 192 194 45 529

593 2,376 27% 2,969 2,145 824 0 1,712 219 0 179 0 35 2,145 564 855 458 268 2,145

46 423 5% 469 405 64 8 312 13 0 63 0 9 405 213 130 40 22 405

1 123 68% 124 118 6 2 107 5 0 0 0 4 118 94 17 6 1 118

0 1,134 7% 1,134 1,043 91 0 782 193 0 35 0 33 1,043 755 222 64 2 1,043

5 247 ▲ 29% 252 247 5 0 230 3 0 4 0 10 247 236 9 1 1 247

1,233 7,092 31% 8,325 6,817 1,508 10 4,067 1,713 0 498 0 529 6,817 3,010 2,068 1,200 539 6,817合計

平成23年度 金融ＡＤＲ機関の苦情処理手続実施状況
（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

当期の
受付件数

受付件数
計

全国銀行協会

前期の
未済件数

１．苦情処理手続の実施状況 （単位：件）

生命保険協会

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

当期の
未済件数

日本損害保険協会

保険オンブズマン

証券・金融商品
あっせん相談センター

（注２）計数は速報値である。

日本少額短期保険協会

日本貸金業協会

(金融ＡＤＲ機関名)

信託協会

（２）苦情処理手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）苦情処理手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

（1）苦情処理手続件数（当期の状況）

当期の
既済件数

【凡例】
○不開始・・・手続が開始される前に苦情が解決したため、手続開始に至らなかったもの。
○解 決・・・手続開始後に苦情が解決したもの。
○移 行・・・苦情処理手続を実施したが、最終的に紛争解決手続へ移行したもの。
○不応諾・・・金融機関が苦情処理手続に応じなかったもの。
○不 調・・・苦情処理手続を実施したが、申立人の納得が得られなかったもの（移行を除く）。
○移 送・・・指定紛争解決機関が、他の指定紛争解決機関の苦情処理手続に付することが適当と認めたもの。
○その他・・・苦情処理手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。
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平成22年
度比

和解
特別
調停

見込み
なし

双方の
離脱

一方の
離脱

不応諾 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

227 1,086 237% 1,313 765 548 449 0 284 0 32 0 0 0 765 4 158 436 167 765

1 2 ▲ 33% 3 2 1 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 2 0 0 2

84 260 51% 344 230 114 9 33 186 0 2 0 0 0 230 27 66 99 38 230

94 360 133% 454 299 155 30 50 191 4 18 0 0 6 299 4 87 164 44 299

3 15 400% 18 6 12 3 0 1 0 1 0 0 1 6 1 0 3 2 6

2 5 66% 7 6 1 0 2 2 1 0 0 0 1 6 0 3 3 0 6

0 246 40% 246 192 54 94 0 90 0 7 0 0 1 192 1 109 71 11 192

2 7 40% 9 6 3 2 0 0 0 0 0 0 4 6 1 0 4 1 6

413 1,981 137% 2,394 1,506 888 588 85 754 5 60 0 0 14 1,506 38 425 780 263 1,506

証券・金融商品
あっせん相談センター

日本貸金業協会

合計

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

（注２）計数は速報値である。

全国銀行協会

信託協会

生命保険協会

日本損害保険協会

保険オンブズマン

日本少額短期保険協会

成　立 成立以外

前期の
未済件数

当期の
受付件数

平成23年度 金融ＡＤＲ機関の紛争解決手続実施状況
（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

２．紛争解決手続の実施状況 （単位：件）

(金融ＡＤＲ機関名)

（1）紛争解決手続件数（当期の状況） （２）紛争解決手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）紛争解決手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

受付件数
計

当期の
既済件数

当期の
未済件数

【凡例】
○和 解・・・紛争解決委員が提示する和解案により解決したもの。
○特別 調 停・・・紛争解決委員が提示する特別調停案（和解案であって、金融機関が原則受け入れなければならないもの）

により解決したもの。

○見込みなし・・・紛争解決委員が、紛争解決手続によっては、和解が成立する見込みがないと判断して終了したものなど。
○双方の離脱・・・紛争の当事者双方が、紛争解決手続によっては紛争の解決を図ることはしないこととして、合意により終

了したもの。

○一方の離脱・・・紛争の当事者のいずれか一方が、申立ての取下げや手続からの離脱により終了したもの。
○不 応 諾・・・顧客の不応諾及び金融機関の正当な理由のある不応諾。

○移 送・・・紛争解決委員が、他の指定紛争解決機関の紛争解決手続に付することが適当と認めたもの。

○そ の 他・・・紛争解決手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。
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　　　 　　　　　　機関名

　 報告項目
全国銀行協会 信託協会 生命保険協会 日本損害保険協会

実施概要

●開始時期は平成２３年１０月。

●実施目的は紛争解決手続の改善。

●実施対象は紛争事案において和解に至った事案の当
事者双方。（銀行側は月１回依頼）

●実施内容は、全銀協相談室を知ったきっかけ、相談員
の対応、申立書等の記載の負担感、あっせん委員の対
応、所要期間、一連の手続に関する満足度等。

●開始時期は平成２３年１０月。

●実施目的は紛争解決手続の改善。

●実施対象は紛争事案において和解に至った事案の当
事者双方。（今後は不調事案についても実施する方向で
検討。）

●実施内容は信託相談所を知ったきっかけ、ＨＰの内
容、相談員及びあっせん委員の対応、所要期間等。

●開始時期は平成２４年４月。

●実施目的は紛争解決手続の改善及び裁定審査会の周
知施策等の参考のため。

●実施対象は紛争事案において和解に至った事案の申
立人。（保険会社には、別途意見交換の場を設定。）

●実施内容は手続面に関する設問を中心とする。
（アンケート様式は資料３－４を参照）

●開始時期は平成２４年４月。

●実施目的は紛争解決手続の改善及び効果的な周知方
法のための参考。

●実施対象は紛争事案において和解に至った事案の申
立人。（運用状況を踏まえつつ範囲の拡大についても検
討。）

●実施内容は手続面に関する設問を中心とする。
（アンケート様式は資料３－４を参照）

実施状況・
改善事項等

●回収状況は対象事案３６１件に対し、申立人からの回答が
２５５件であった（回収率：71％）。〔平成24年5月21日時点〕

●申立人の主な意見は評価・謝意等が１７５件（71％）、不満・
意見・要望等が３０件（12％）。（詳細は資料３－２を参照）

●意見等を踏まえた改善事項は、事情聴取の過程において
あっせん委員が説明した事項や申立人からの手続照会等に
関して、改めて事務局から、より丁寧かつ分かりやすい表現を
用いて説明を行うよう徹底したことなど。

●回収状況は対象事案１件に対し、申立人からの回答が
１件であった（回収率：100％）。〔平成24年5月31日時点〕

●申立人からは、あっせん委員の対応が誠実で、内容も
分かり易いとの評価があった一方で、申立てから和解に
至るまで思ったよりも時間を要したとの不満もあった。

●意見等を踏まえた改善事項は、申立人に対し手続期間
を含めた紛争解決手続に係る申立時の説明をより一層
徹底することとしたことなど。

●回収状況は対象事案６件に対し、申立人からの回答が
５件であった（回収率：83％）。〔平成24年5月18日時点〕

●申立人の主な意見は評価・謝意等が半数以上を占め
た一方で、不満・意見・要望等（「書面作成に負担を感じ
た。」等）も相当数あった。

●意見等を踏まえた改善事項は、従前から検討していた
記入要領、紛争申立書及び記入例の見直し・改訂を行っ
たことなど。

●回収状況は対象事案１９件に対し、申立人からの回答
が８件であった（回収率：42％）。〔平成24年5月18日時点〕

●申立人の主な意見は評価・謝意等が４件（50％）、不
満・意見・要望等が２件（25％）であった。

●今後はこれまでの回答結果を踏まえ、設問項目の有意
性等を検証し、設問項目の見直しや対象事案の拡大等
の検討を行う予定。

●今後は信託相談所の対応については逐次改善を検討
し、あっせん委員会の対応についてはデータがある程度
蓄積した段階で集計し、委員にフィードバックを行う予定。

●今後は調査期間（半年程度を想定）を設け、集計等を
行い、必要に応じて業務改善等の検討、設問内容の見直
し、対象事案の拡大等の検討を行う予定。

●今後は一定期間ごとに集計等を行い、必要に応じて業
務改善や設問内容の見直し等を検討する。

 　　　　　　　　　機関名

　 報告項目
保険オンブズマン 日本少額短期保険協会

証券・金融商品
あっせん相談センター

日本貸金業協会

実施概要

●開始時期は平成２４年度内の予定。
（紛争事案がアンケートに足る数となった段階で実施。）

●実施目的は業務運営改善のための参考資料。

●実施対象は手続きの終了した紛争事案に係る全ての
申立人。

●実施内容は他の機関のアンケートを参考に、今後運営
委員会において検討を行う予定。

●開始時期は平成２４年４月。

●実施目的は裁定委員会の運営等の参考。

●実施対象は紛争事案における当事者双方。

●実施内容は少額短期ほけん相談室を知ったきっかけ、
ＨＰの内容、相談員及び裁定委員の対応、所要時間、満
足度等。（アンケート様式は資料３－４を参照）

●開始時期は平成２３年９月。

●実施目的は紛争解決手続の改善等。

●実施対象は紛争事案において終結（和解・不調等）した
事案の当事者双方及び事案を担当した相談員。

●実施内容は事務局及びあっせん委員の対応、所要期
間等。

●アンケート形式ではないが、平成22年10月以降、紛争
において終結（和解・不調等）した事案等の申立人につい
て、口頭で満足度の確認を実施。

●毎年、外部専門会社に依頼し、電話相談等に係るブラ
インド調査を実施。

実施状況・
改善事項等

●平成24年5月31日現在では未実施。 ●平成24年5月31日時点では対象事案はない。 ●回収状況は対象事案３０３件に対し、申立人からの回
答が１４２件（回収率：47％）。〔平成24年5月31日時点〕

●申立人の主な意見は評価・謝意等が４６件（32％）、不
満・意見・要望等が３２件（23％）であった。
（詳細は資料３－３を参照）

●意見等を踏まえた改善事項は、あっせん時の申立人と
金融機関の控え室を分けるよう徹底したことや苦情処理
対応をより一層丁寧に実施するよう徹底したことなど。

●紛争申立人の主な意見は評価・謝意等が６件（60％）、
不満・意見・要望等が４件（40％）であった。〔対象期間：平
成22年10月1日～24年5月31日〕

●聴取した申出人の意見は、相談・紛争解決委員会に報
告し、必要に応じて事務局の業務改善の参考とするととも
に、紛争解決委員にもフィードバックを行う。

●ブラインド調査の結果を踏まえ、相談員への電話応対
研修を実施し、より丁寧な電話応対を行うよう徹底した。

●今後は調査期間を半年程度に設定し集計等を行い、
必要に応じて業務改善等の検討を行う。また、併せて質
問内容等の見直しの検討も行う。

●今後はデータの蓄積がある程度進んだ段階で集計し、
各あっせん委員にフィードバックを行う予定。

●今後は紛争終結事案の当事者双方に、紛争解決委員
の対応、所要期間、聴聞環境等について、手続改善を目
的としたアンケート調査を実施することを検討。

各金融ＡＤＲ機関の『利用者利便性向上に向けたアンケート』の実施状況

※ 本資料は、各金融ＡＤＲ機関からの報告に基づき、金融庁で作成。〔平成２４年５月３１日現在〕

今後の進め方

今後の進め方
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平成２３年１２月

金 融 庁

平成24年度税制改正について

－税制改正大綱における金融庁関係の主要項目－

資料6‐3‐1
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◆地方公共団体が委託者となる土地信託に係る登録免許税等の非課税措置

【大綱の概要】

○ 信託会社等が東日本大震災により著しい被害を受けた一定の地方公共団体との信託
契約に基づき、その地方公共団体の所有する土地の上に一定の施設を建築する場合に
おいて、その施設の用に供する土地及び建物の所有権に係る信託の登記に対する登録
免許税を非課税とする 。

※ 非課税対象は、平成24年４月１日から平成28年３月31日までの間に建築する一定の施設の公用・公共用部分。

②借入金

信託会社等（受託者）

⑤返済

地
方
公
共
団
体

（委託者）

金
融
機
関

④リース料

③公共施設をリースバック

公共施設
の建設

①公有地を土地信託

信託登記に係る登録免許税が非課税

１．東日本大震災からの復興支援（１）

公有地

（注） 地方公共団体が委託者となる土地信託に係る不動産取得税・固定資産税等については、各地方公共団体の
判断により減免措置を講ずることが可能とされている。
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◆日本版レベニュー債の非課税債券化等

【大綱の概要】

○ 「非居住者債券所得非課税制度」について、非課税の対象外とされる「利益連動債」の
範囲から、東日本大震災復興特別区域法に規定する特定地方公共団体との間に「完全
支配関係」がある公社等が発行する「利益連動債」（地方公共団体が債務保証をしないも
のに限る。）を除外する。

⇒ 「日本版レベニュー債」を活用した海外からの復興資金の呼び込みが容易に。

１．東日本大震災からの復興支援（２）

海
外
投
資
家

公社等 日本版レベニュー債の利子

地方公共団体

非課税

（注） 「非居住者債券所得非課税制度」：海外投資家が受ける振替公社債の利子を非課税とする制度。

「日本版レベニュー債」：地方公共団体との間に完全支配関係（発行済株式又は出資の全部を直接又は間接

に保有する関係）がある公社等が発行する債券で、その利子が当該公社等の利益等

に連動するもの（利益連動債）をいう。有料道路、公営住宅等のインフラを整備する資

金を調達する目的で発行されることが想定される。
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インカムゲイン キャピタルゲイン／ロス

上場株式・公募株式投信 申告分離（配当所得） 申告分離（譲渡所得）

債券・公社債投信・預金 源泉分離（利子所得） 非課税

デリバティブ取引 申告分離（雑所得）

金融商品に係る課税方式（現状）

【大綱の概要】
○ 平成26年に上場株式等の配当・譲渡所得等に係る税率が20％本則税率となることを
踏まえ、その前提の下、平成25年度税制改正において、公社債等に対する課税方式の
変更及び損益通算範囲の拡大を検討する。

※ また、損益通算が認められる対象範囲に、「信託会社の国内にある営業所に信託された上場株式等の譲渡で、
当該信託会社を通じて、外国証券業者への売委託により行うもの又は外国証券業者に対して行うもの」を追加。

◆金融商品に係る損益通算範囲の拡大

公社債等に対する課税方式の変更及び損益通算範囲の拡大を検討

２．金融資本市場の基盤整備に関して緊急に措置すべきもの（１）

現状、損益通算が認められている範囲
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【大綱の概要】

○ 非課税口座年間取引報告書に記載すべき事項のうち繰越取得対価の額の記載を不要
とする。

※ 非課税口座内保管上場株式等について行われた株式分割等により非課税口座に受け入れた上場株式等があ
る場合には、その数、事由等を記載する。

○ 非課税口座開設確認書の交付申請書と非課税口座開設届出書について、これらの書
類を同時に金融商品取引業者等の営業所の長に提出できる取扱いとする。

◆少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（日本版ISA）
の利便性向上・事務手続の簡素化に向けた所要の措置

（参考）日本版ISAの概要

２．金融資本市場の基盤整備に関して緊急に措置すべきもの（２）

37年34年 35年 36年26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年

最大３口座
３００万円まで
累積投資可能

平成26年

平成27年

平成28年

１０年間

１０年間

１０年間

※　年間一人一口座。口座開設年に限り１００万円を限度に投資可能
※　非課税期間は、口座を開設した年から最長１０年間
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◆国際課税原則の見直し（総合主義から帰属主義への変更）

【大綱の概要】

○ 国際課税原則については、ＯＥＣＤモデル租税条約の改定等を踏まえ、様々な産業に
おける実態等を考慮しつつ、「総合主義」に基づく従来の国内法上の規定を「帰属主義」
に沿った規定に見直すとともにこれに応じた適正な課税を確保するために必要な法整備
に向け、具体的な検討を行う。

〔本店に帰属する所得も合算して申告〕

【現状】

＜外国＞

＜日本＞

〔支店に帰属する所得のみ申告〕

外国法人（本店）

支店帰属
所得

本店帰属
所得

日本支店（ＰＥ）

外国法人（本店）

支店帰属
所得

本店帰属
所得

日本支店（ＰＥ）

【検討方向】

＜外国＞

＜日本＞

申
告
対
象

申
告
対
象

申
告
対
象
外

２．金融資本市場の基盤整備に関して緊急に措置すべきもの（３）

（注） 「総合主義」：恒久的施設を国内に有する外国法人等には、恒久的施設に帰属する所得に限ることなく、すべ

ての国内源泉所得に課税すべきという考え方

「帰属主義」：恒久的施設を国内に有する外国法人等には、恒久的施設に帰属するすべての所得に課税すべ

きという考え方
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地域再生に関する取組み(当庁関連項目抜粋) 

▽地域再生計画と連動する施策 

施策名 施策の概要 

地域資本市場育成の

ための投資家教育プ

ロジェクトとの連携

事業 

「地域再生推進のためのプログラム」（平成16年２

月27日地域再生本部決定）では、国が講ずるべき支

援措置の１つとして「投資家教育プロジェクトとの

連携」が盛り込まれているところである。この事業

は、本支援措置を内容とする地域再生計画の認定を

受けた自治体に対し、金融庁職員を講師として派遣

するなどの支援を行う。 

中小企業再生支援協

議会、整理回収機構等

の連携 

地域経済の動向に甚大な影響を与えるといった事態

の発生に伴い、地域企業に対する再生支援を含む各

種施策を集中・連携して実施するため、地域再生計

画の認定を踏まえ、当該地域の地方公共団体におい

て中小企業再生支援協議会、整理回収機構等関係機

関を含む連絡調整組織を整備するとともに、当該地

方公共団体からの要請に応じ、企業再生実務に関す

る説明会に対し、同協議会等が連携して専門家を派

遣する等、集中的に支援を行う。 

   （注）「中小企業再生支援協議会、整理回収機構等の連携」は、金融庁とともに経済産

業省も所掌。 

▽地域再生に資する施策 

施策名 施策の概要 

地域密着型金融の推

進 

地域密着型金融が深化・定着するための動機付けと

して、全国各地でのシンポジウムの開催、広く実践

されることが望ましい取組み等に対する顕彰等の施

策を実施する。 

資料６－４－１ 
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資料６－５－１ 
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「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」 

（平成 23 年７月 15 日策定）の概要 

１．ガイドラインの位置づけ 

平成 23年 6月に政府が公表した、東日本大震災に係る「二重債務問題へ
の対応方針」を受け、金融・商工団体の関係者、法務・会計の専門家、学識
経験者などで構成される「研究会」（事務局：全銀協）において決定された、
個人債務者の私的整理に関する民間関係者間の自主的ルール。 

２．ガイドラインの内容（概要） 

（１）対象となる債務者 
○ 震災の影響により、既往債務（旧債務）を弁済することができない又は
近い将来に弁済できないことが確実と見込まれる個人の債務者（住宅
ローン債務者等の非事業者及び個人事業者）。 

○ このような債務者が、法的倒産手続による不利益（注１）を回避しつつ、
債権者との間の私的な合意（私的整理）により、債務免除等を受けるこ
とができるようにする。 

（注１） 法的な制限として、官報掲載、破産手続中の転居・旅行・資格制限、破産管

財人による郵便物管理等。この他、信用情報への登録もあるが、これについて

の登録も行わない。 

（２）対象となる債権者 
○ 主として金融機関等（銀行、信用金庫、信用組合、農林系金融機関、
政府系金融機関、保証会社、貸金業者、リース会社、クレジット会社
等）。相当と認められるときは、その他の債権者を含めることとする。 

（３）弁済計画案の内容及び債務免除額 
○ 弁済計画案の内容（要件）は、債務者の状況（事業者・非事業者の別、
将来収入の有無等）に応じて、複数の類型を用意。 

○ 弁済計画案に記載される主な事項は、①債務者の財産の状況、②債
務弁済計画（原則５年以内、事情により延長可。債務免除等の内容を
含む。）、③資産の換価・処分の方針等。 
事業継続を図る個人事業者については、上記①～③等に加え、震災
の状況を踏まえた事業計画（例えば、損益黒字化原則５年、合理的期
間の延長可等）の提出を求める（注２）。 

（注２） 経営者に対する経営責任は求めない。 

資料６－５－２ 
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○ 金融機関（債権者）にとって利用可能とするため、債務免除額は、民事
再生手続又は破産手続と同等（注３）（注４）。 

（注３） 破産手続等より免除額が多く（=債権者にとって不利に）なれば、債権者は、

私的整理を避けて破産申立てを行う恐れ。債権者が敢えて不利なガイドライン

を利用するとなると、株主代表訴訟リスクが高まる等の恐れ。 

（注４） 被災者である債務者への配慮として、生活再建支援金、義援金等を差押禁

止（自由財産）とする立法措置がなされたことからガイドラインにおいても同様

の対応。 

（４）手続の流れ（別紙１参照） 
①債務者が、債務の減免等を求める相手である債権者（対象債権者）に
対して、債務整理を申出（※）。必要書類（財産の状況等）を提出。 
※ 申出の時点から、対象債権者は債権回収等を停止（６か月又は弁済計画の成

立・不成立のいずれか早い時点まで） 

②債務者がガイドラインに則り弁済計画案を作成。 
③第三者機関に登録する専門家（弁護士等）が、弁済計画案がガイドライ
ンに適合していることなどについて報告書を作成（＝第三者機関による
チェック）。 

④債務者が弁済計画案及び報告書を対象債権者に提出・説明等。 
⑤対象債権者が弁済計画案に対する同意・不同意を表明。 
⑥対象債権者全員の同意により、弁済計画成立（※）。 
※ 協議しても、全員の同意が得られない場合は、弁済計画不成立。 

（注５）①、②、④については、第三者機関に登録する弁護士等の支援を受けることも

可能。 

（５）（連帯）保証人に対する配慮 
○ 主債務者が通常想定される範囲を超えた災害の影響により主債務を
弁済できないことを踏まえ、保証人に対しては、その責任の度合いや生
活実態等を考慮して、保証履行を求めることが相当と認められる場合
を除き、保証履行を求めないこととする。保証履行を求める場合には、
保証人についても弁済計画案を作成し、合理的な範囲で弁済の負担を
定める。 

○ 保証履行を求めることの相当性及び保証人の負担の範囲の合理性に
ついては、第三者機関のチェックを受けることとする。 

３．その他 

○ 第三者機関については、全銀協が一般社団法人（「個人版私的整理ガイド
ライン運営委員会」）を設立し、日弁連等の団体の協力を得て専門家を登
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録する（別紙２参照）。 

○ 本ガイドラインに基づき策定された弁済計画により行われた債務免除
については、原則として債権者及び債務者に課税関係が生じないこと
を国税庁に確認。 

○  ガイドラインは、平成 23 年 8 月 22 日から適用開始。 

422



債務者 第三者機関 債権者 

相談 債務整理につき協議 

債務整理の申出 

必要書類の提出 

申出の受領 

弁済計画案の作成 

※申出から３～４か月以内 

弁済計画案等の受領 

同意・不同意の検討 

弁済計画の成立 

弁済計画の履行 

（資産の換価・処分） 

全債権者 

同意 

一部債権者 

不同意 

協議 

不成立 弁済受領 

【ガイドライン/手続の流れ（概要）】

第三者機関 

経由も可 

申出支援（任意） 

作成支援（任意） 

弁済計画案の 

チェック 

（必須） 

① 

②

③ 

⑤ 

④ 

⑥ 

第三者機関 

経由も可 

資料６－５－３ 
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個人版私的整理ガイドライン運営委員会について 

（一般社団法人）「個人版私的整理ガイドライン運営委員会」 

委員会 

運営協議会 

（メンバー）

研究会有識者

日弁連代表者

会計士協会代表者

税理士会代表者

預取金融機関各業態

代表者 等

ガイドライン
解釈・運用上の
助言・指導等 

各 県 支 部

（青森、岩手、宮城、福島、茨城）

専門家を事前に本部に

登録して管理。 

本 部（東京）

全国 

銀行 

協会 

債務者 債権者 

③ 弁済計画案の作成支援
及びチェック

（①’ ガイドライン利用申出）
（運営委員会経由の場合）

① 案件相談・ガイドライン利用申出

（債権者に対する直接申出の場合）

弁護士会 

（５６３名） 

税理士会 

（１４２名） 

公認会計士協会 

（１９名） 

不動産鑑定士 

（４９０名） 

専門家の登録
に協力

④ 弁済計画案の伝達

（各債権者にて同意・

不同意の検討）

② 弁済計画案の作成支援

及びチェックを依頼

一般社団法人

を設立

国 
ガイドライン

の運用を支援

(弁護士費用等
の補助等）※カッコ書きは3/29時点の登録者数。

（
別
紙
２
）
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平成 23年 10月 26日

各 位

一般社団法人 個人版私的整理ガイドライン運営委員会

「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」の運用の見直しについて

一般社団法人個人版私的整理ガイドライン運営委員会（理事長：高木新二郎）

では、本年 8月の「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」（以下「ガイ
ドライン」）の適用開始以降、相談・申出の受付や登録専門家の紹介などを行い、

個人債務者の生活や事業の再建を支援してきたところです。

本日、当委員会では運営協議会を開催し、現在住居費負担のない仮設住宅等

に入居している個人債務者の復興を支援すべくガイドラインの運用を見直しま

したので、ご案内申しあげます。

記

○ 運用の見直し

仮設住宅に入居、あるいは家賃補助を受給しているなど、現段階で住居費

負担が発生していない場合であっても、近い将来に住居費負担が発生するこ

とを考慮してガイドラインの要件に合致するか否かを判断することといたし

ました。

以 上

【本件に関するお問い合わせ先】

個人版私的整理ガイドライン運営委員会 山本、藤田、谷川 03-3212-0531 

（ガイドライン運営委員会記者レク資料） 資料６－５－６ 

436



平成 24年 1月 25日

各 位

一般社団法人 個人版私的整理ガイドライン運営委員会

「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」の運用の見直しについて

一般社団法人個人版私的整理ガイドライン運営委員会（理事長：高木新二郎）

では、昨年 8月の「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」（以下「ガイ
ドライン」）の適用開始以降、相談・申出の受付や登録専門家の紹介などを行い、

個人債務者の生活や事業の再建を支援してきたところです。

当委員会では 1月 23日に運営協議会を開催し、仙台地裁における自由財産拡
張の認定例の公表を踏まえ、下記の通りガイドラインの運用を見直しましたの

でご案内申し上げます。

今後とも東日本大震災により被災された方々の生活再建、ならびに被災地の

活性化に貢献できるようガイドラインの運営に努めて参る所存です。

記

○自由財産たる現預金の範囲を、法定の 99万円を含めて合計 500万円を目安と
して拡張します。なお、拡張する自由財産の運用にあたっては、例外的な事

情がない限り 500 万円を上限とし、また被災状況、生活状況などの個別事情
によっては減額もあり得ます。

○現預金以外の法定の自由財産（および義捐金等特別法による現預金等の自由

財産）は、法律の定めに従い、本件とは別の自由財産として取扱います。

○地震保険中に家財（差押禁止財産）部分がある場合には、状況によって柔軟

に対応します。

○既に返済したローンの弁済金は、今回の拡張により自由財産になるとしても

返還できません。

以 上

【本件に関するお問い合わせ先】

個人版私的整理ガイドライン運営委員会 山本、藤田、谷川 03-3212-0531

資料６－５－７ （ガイドライン運営委員会記者レク資料） 

437



金融機能強化法の震災特例に基づく国の資本参加の概要 
（平成 23 年 9 月 14 日（水）決定） 

仙台銀行（宮城県） 筑波銀行（茨城県）

預金残高 （23/3 末） ７，２７５億円 １兆９，６２３億円 

貸出金残高 （23/3 末） ４，８９４億円 １兆４，７７９億円 

１．国の資本参加の概要

資本参加額 ３００億円 ３５０億円 

返済財源の確保 ２５年以内（48/3 末まで） ２０年以内（43/3 末まで）

優先株式の配当率 前年度の預金保険機構の金融機能強化勘定における資金調達コスト（当初 ０．２５％）

自己資本比率 （23/9 末見通し） 

[Tier１比率] 

１４．１％程度 

[１１．３％程度] 

１１．９％程度 

[８．４％程度] 

２．被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策

各行の取組み方策 

（主なもの） 

 「地元企業応援部」の新設、津波被災地への住
宅ローンプラザの増設、訪問活動の徹底等によ
る被災者との接点拡充・復興ニーズの的確な把
握・分析 

 きらやか銀行、政府系金融機関、自治体等との
連携強化（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ、協調融資等） 

 被災者のニーズにあった融資商品（事業復興資
金、住宅再取得資金、生活再興資金）の充実 

 貸付条件の変更等への柔軟な対応 

 被災者の状況に応じた事業再生支援（みやぎ産
業振興機構・産業復興機構・私的整理ガイドラ
インの活用、DDS･DES・DIP ﾌｧｲﾅﾝｽの活用等） 

 「営業統括部」の再編成、合併に伴う重複店
舗の統廃合による被災地域への法人融資等
専担者の重点配置 

 「取引先全先訪問」等による顧客ニーズの把
握・蓄積 

 以下の方策を含む「震災復興支援計画」（あ
ゆみプロジェクト）の推進 

－ 1 事業者 1億円の復興支援融資の取扱い、
住宅ローン・消費者ローン等の保証基準の
弾力化等 

－ 貸付条件の変更等への柔軟な対応 

－ 業況悪化先に対する経営支援の強化（ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ等）、抜本的な事業再生支援
（DDS・DES・DIP ﾌｧｲﾅﾝｽ、産業復興機構、
私的整理ガイドラインの活用等） 

資料６－５－８ 
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金融機能強化法（震災特例）に基づく国の資本参加の概要 
（平成 23 年 12 月 8 日（木）決定） 

七十七銀行（宮城県） 

預金残高 （23/9 末） ６１，７４９億円 

貸出金残高 （23/9 末） ３５，８２９億円 

１．国の資本参加の概要

資本参加額 ２００億円 

種 類 劣後ローン 

利 率
前年度の預金保険機構の金融機能強化勘定における

資金調達コスト（当初 ０．２５％）

自己資本比率 [Tier１比率] 
（24/3 末見通し） 

１２．２％程度［１０．８％程度］ 

２．被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策（主なもの） 

① 実施体制の整備 

・本部による出張審査の体制強化－専担者の増員、駐在型審査の開始 

・経営改善・事業再生支援の体制強化－企業支援室の増員、営業支援部隊の新設 

② 具体的な取組み方策 

・営業支援部隊、営業店の取引先訪問運動等による顧客ニーズの把握 

・金融円滑化の推進 

－ 出張審査を活用した貸出条件変更等への迅速な対応 

－ 被災者の実態を踏まえた資金の提案、事業や生活の再建に必要なソリューション

の提供、被災者向け商品の活用・充実 

・事業再生支援の強化 

－ 中小企業再生支援協議会・外部専門家と連携した事業再生計画の策定支援 

－ 信用保証協会・他の金融機関と連携した事業再生支援 

－ ＤＤＳ・ＤＥＳを活用した事業者のバランスシートの改善、ＤＩＰファイナンス

による資金繰り支援 

－ 産業復興機構、東日本大震災事業者再生支援機構、復興支援ファンドの活用 

－ 個人版私的整理ガイドラインの活用 

・ＡＢＬ（動産担保融資）・復興私募債を活用した信用供与の推進 

・地域復興へ向けた取組み 

－ ビジネスマッチングによる販路開拓支援の強化、自治体との連携強化、アジアビ

ジネス支援の強化、事業承継・相続に関する支援強化

資料６－５－９ 
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金融機能強化法（協同組織金融機関向け特例）に基づく資本参加の概要 
（平成 23 年 12 月 28 日（水）決定） 

相双信用組合（福島県相馬市） いわき信用組合（福島県いわき市）

預金残高  （23/9 末）  ４７２億円 １，５４６億円 

貸出金残高（23/9 末）  ２５９億円 １，０２３億円 

１．資本参加の概要 

資本参加額 
１６０億円 

（国１３９億円、全信組連２１億円）

２００億円 

（国１７５億円、全信組連２５億円） 

信託受益権の配当率 前年度の預金保険機構の金融機能強化勘定における資金調達コスト（当初 ０．２５％） 

純資産額

（24/3 末見通し）
１８８億円程度 ２４５億円程度 

※ 国は、全国信用協同組合連合会から、２信用組合が発行した優先出資に係る信託受益権を買い取る方式により資本参加 

２．被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策（主なもの） 

① 実施体制の整備 

・取引先の避難状況を踏まえた、営業地区外への相談所の

設置や相馬市内及び宮城県南部への新店舗開設の検討 

・条件変更を含めた債権正常化を図るための「債権管理サ

ポートチーム」の創設 

・組合の被災状況や取引先の避難状況を踏まえた、店舗の

戦略的統廃合や基幹店舗への渉外人員の増強 

・震災関連情報を一元管理し取引先からの相談に迅速に対

応するための「情報センター」の設置 

② 具体的な取組み方策 

・貸付条件の変更等への柔軟な対応、復興に向けた融資商品（事業復興資金、住宅再建資金、生活支援資金）の提供 

・取引先の事業再生・生活再建に向けた対応 

－ 中小企業再生支援協議会との連携強化（ＤＤＳ等を含めた金融支援）、産業復興機構や東日本大震災事業者再生支

援機構の活用、個人版私的整理ガイドラインの適切な運用等 

・中小企業診断士・弁護士・税理士や外部機関との協働による事業承継支援の強化 

・中小企業診断士（当組合の顧問契約先）と連携した経営

指導による経営改善支援 

・新たな販路や仕入先の開拓に係る営業情報の提供 

・取引先の経営者交流会の開催頻度の増加によるビジネス

マッチング機会の創出 

・復興関連情報を取りまとめた「復興支援ガイド」の提供

資料６－５－10 
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金融機能強化法（協同組織金融機関向け特例）に基づく資本参加の概要 
（平成 24 年 2 月 2 日（木）決定） 

宮古信用金庫 

（岩手県宮古市）

気仙沼信用金庫 

（宮城県気仙沼市）

石巻信用金庫 

（宮城県石巻市）

あぶくま信用金庫 

（福島県南相馬市）

預金残高 （23/9 末）   ６９２億円 １,１９９億円 １,７３９億円 １,３７５億円

貸出金残高（23/9 末）   ２９５億円 ４２９億円  ５７８億円 ５８１億円

１．資本参加の概要 

資本参加額 
１００億円 

（国８５億円、信金中金１５億円） 

１５０億円 

（国１３０億円、信金中金２０億円）

１８０億円 

（国１５７億円、信金中金２３億円）

２００億円 

（国１７５億円、信金中金２５億円）

信託受益権の配当率 前年度の預金保険機構の金融機能強化勘定における資金調達コスト（当初 ０.２５％） 

純資産額（24/3末見通し） １０４億円程度 １６６億円程度 ２１０億円程度 ２２９億円程度

※ 国は、信金中央金庫から、４信用金庫が発行した優先出資に係る信託受益権を買い取る方式により資本参加 

２．被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策（主なもの） 

①実施体制の整備 

・地域の復興計画の進展や利用者の利便性向上等を踏まえた店舗網の再整備 ・取引先の避難状況を踏まえた対応

－ 営業地区外への相談所の設置、

宮城県南部及びいわき市への

新店舗開設 

・営業店のみでは対応困難な相談を

本部が直接受け付ける窓口の設置
・取引先の復興に資する取組みを統括する本部の専門部署の創設 

②具体的な取組み方策 

・貸付条件の変更等への柔軟な対応、被災者の事業や生活の再建に資する融資商品の開発・提供 

・東北地区信用金庫協会と連携したビジネスマッチング機会の創出等による販路拡大支援 

・取引先の事業再生・事業承継に向けた支援 

－ 中小企業再生支援協議会と連携した事業再生計画の策定支援、ＤＤＳ・ＤＥＳ・債権放棄等の金融手法の活用、 

産業復興機構・東日本大震災事業者再生支援機構・信金業界の復興支援ファンドの活用、個人版私的整理ガイドラインの適切な運用 等 

－ 信金キャピタル（信金中央金庫の子会社）のＭ＆Ａ仲介機能の活用等による事業承継支援 

・宮古市産業支援センターとの連携

による被災事業者の状況把握 

・ＮＰＯとの連携による事業立上げ

等の支援のための基金の設立 

・税理士・会計士等との連携による

経営改善計画の策定支援 

・他の信金との連携による県内外で

の相談会等の開催 
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金融機能強化法の震災特例（一般的特例）に基づく資本参加の概要 
（平成 24 年 3月 14 日（水）決定） 

那須信用組合（栃木県那須塩原市）

預金残高  （23/9 末） ８７４億円  

貸出金残高（23/9 末） ４４５億円  

１．資本参加の概要 

資本参加額 ７０億円 （国５４億円、全信組連１６億円）

優先信託受益権の配当率 前年度の預金保険機構の金融機能強化勘定における資金調達コスト（当初０．２５％）

自己資本比率（24/3 末見通し） １６．２％程度 

２．被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策（主なもの） 

① 実施体制の整備 

・本部による営業店支援体制の強化 

－ 事業再生支援チームの創設（営業店のみでは対応困難な案件をサポート） 

－ 新規融資先開拓チームの創設（営業店と連携して復興に向けた資金需要に対応）

② 具体的な取組み方策 

・貸付条件の変更等への柔軟な対応 

・被災者の事業や生活の再建に資する融資商品の開発・提供 

・県内金融機関と連携したビジネスマッチング機会の創出等による販路拡大支援の継続実施 

・取引先の事業再生・事業承継に向けた支援 

－ 中小企業再生支援協議会との連携強化（事業再生計画の策定支援、ＤＤＳ等を含む金融支援）、

東日本大震災事業者再生支援機構・しんくみリカバリ（業界の事業再生ファンド）の活用、 

  個人版私的整理ガイドラインの適切な運用 

－ 中小企業診断士等の専門家と連携した事業承継支援
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節電の取組みについて

○関西・九州電力管内
金融機関等に対して政府方針を達成するための節電行動
計画及び実施結果の提出を求める監督局長等名の要請文
を発出
○沖縄電力を除く全ての電力会社管内
金融機関等に対して、冬期の電力需要抑制に取り組むよ
う求める監督局長等名の要請文を発出

○関西・九州電力管内
ピーク期間・時間帯※において、使用最大電力の抑制を基本として、関西
電力管内で▲10％以上、九州電力管内で▲5％以上を目途に節電に取り組
む
※関西電力管内は12月19日～3月23日の平日9時～21時
九州電力管内は12月26日～2月3日の平日8時～21時
○沖縄電力を除く全ての電力会社管内
国民生活及び経済活動に支障を与えない範囲内での節電に取り組む（数値
目標は設定せず

2011年
冬期

○東京電力・東北電力管内
金融機関に対して政府方針を達成するための節電行動計
画及び実施結果について、銀行法第24条等の業法に基づ
き報告徴求
○関西電力管内
金融機関等に対して政府方針を達成するための節電行動
計画及び実施結果の提出を求める監督局長等名の要請文
を発出
○九州・四国・中部・北陸・中国電力管内
金融機関等に対して、夏期の電力需要抑制に取り組むよ
う求める監督局長等名の要請文を発出

○東京・東北電力管内
ピーク期間・時間帯※の使用最大電力の抑制を原則として、▲15％の削減
※東京電力管内：7月1日～9月22日の平日の9時～20時
東北電力管内：7月1日～9月9日の平日の9時～20時

大口需要家（契約電力500kW以上）に対しては、電気事業法第27条による
使用制限※

※電気事業法第27条による電気の使用制限について、①東日本大震災及び
新潟・福島豪雨の被災地は9月2日、②東京電力管内は9月9日をもって終了
することとなった
○関西電力官内
ピーク期間・時間帯※において、使用最大電力の抑制を基本として、▲10
％以上を目途に節電に取り組む
※7月25日～9月22日の平日の9時～20時
○九州・四国・中部・北陸・中国電力管内
国民生活及び経済活動に支障を与えない範囲内での節電に取り組む（数値
目標は設定せず）

2011年
夏期

金融庁の取組み政府全体の取組み（政府方針）

○沖縄電力を除く全ての電力会社管内
数値目標を伴わない節電を要請
○沖縄・東京・東北電力を除く電力管内（中西日本電力６社・北海道電力管内）
ピーク期間・時間帯※において、使用最大電力の抑制を基本として、数値
目標つきの節電（関西電力管内で▲15％、九州電力管内で▲10％、北海道
・四国電力管内で▲7％、中部・北陸・中国電力管内で▲5％）を要請。
※中西日本電力６社：7月2日～9月7日（8月13日～15日を除く）の平日

の9時～20時
北海道電力：7月23日～9月7日（8月13日～15日を除く）の平日の9時

～20時
9月10日～9月14日の17時～20時

○東京・東北電力管内
金融機関等に対して政府方針を達成するための節電行動
計画及び実施結果の提出を求める監督局長等名の要請文
を発出
○中西日本電力６社・北海道電力管内
金融機関に対して夏期の電力需要抑制に取り組むよう求
める監督局長等名の要請文を発出

2012年
夏期
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平成23年３月11日 

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震にかかる災害に対する
金融上の措置について 

今回の平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震により被害を受けられた被災者の

皆様に対しまして、心よりお見舞い申し上げます。 

さて、今回の地震による被害者の皆様に対し、状況に応じ以下の金融上の措置を適切

に講ずるよう各金融機関等に要請しましたのでお知らせします。 

１．金融機関（銀行、信用金庫、信用組合等）への要請 

(1) 預金証書、通帳を紛失した場合でも預金者であることを確認して払戻しに応ずる

こと。 

(2) 届出の印鑑のない場合には、拇印にて応ずること。 

(3) 事情によっては、定期預金、定期積金等の期限前払戻しに応ずること。 

また、これを担保とする貸付にも応ずること。 

(4) 今回の災害による障害のため、支払期日が経過した手形については関係金融機

関と適宜話し合いのうえ取立ができることとすること。 

(5) 災害時における手形の不渡処分について配慮すること。 

(6) 汚れた紙幣の引換えに応ずること。 

(7) 国債を紛失した場合の相談に応ずること。 

(8) 災害の状況、応急資金の需要等を勘案して融資相談所の開設、審査手続きの簡

便化、貸出の迅速化、貸出金の返済猶予等災害被災者の便宜を考慮した適時的確

な措置を講ずること。 

(9) 休日営業又は平常時間外の営業について適宜配慮すること。 

また、窓口における営業が出来ない場合であっても、顧客及び従業員の安全に十

分配慮した上で現金自動預払機等において預金の払戻しを行う等災害被災者の便

宜を考慮した措置を講ずること。 

(10) （１）～（９）にかかる措置について実施店舗にて店頭掲示を行うこと。 

(11) 営業停止等の措置を講じた営業店舗名等、及び継続して現金自動預払機等を

稼動させる営業店舗名等を、速やかにポスターの店頭掲示等の手段を用いて告示

するとともに、その旨を新聞やインターネットのホームページに掲載し、取引者に周

知徹底すること。 

２．証券会社への要請 

(1) 届出印鑑喪失の場合における可能な限りの便宜措置を講ずること。 

内閣府特命担当大臣（金融） 自見 庄三郎

日本銀行総裁 白川 方明
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金融庁/Financial Services Agency, The Japanese Government

(2) 有価証券喪失の場合の再発行手続きについての協力をすること。 

(3) 被災者顧客から、預かり有価証券の売却・解約代金の即日払いの申し出があっ

た場合の可能な限りの便宜措置を講ずること。 

(4) 窓口営業停止等の措置を講じた場合、営業停止等を行う営業店舗名等を、ポス

ターの店舗掲示等の手段を用いて告示するとともに、その旨を新聞やインターネット

のホームページに掲載し、取引者に周知徹底すること。 

(5) その他、顧客への対応について十分配意すること。 

３．生命保険会社、損害保険会社及び少額短期保険業者への要請 

(1) 保険証券、届出印鑑等を喪失した保険契約者等については、可能な限りの便宜

措置を講ずること。 

(2) 生命保険金又は損害保険金の支払いについては、できる限り迅速に行うよう配

慮すること。 

(3) 生命保険料又は損害保険料の払込については、契約者のり災の状況に応じて猶

予期間の延長を行う等適宜の措置を講ずること。 

(4) 窓口営業停止等の措置を講じた場合、営業停止等を行う営業店舗名等を、ポス

ターの店舗掲示等の手段を用いて告示するとともに、その旨を新聞やインターネット

のホームページに掲載し、取引者に周知徹底すること。 

４．火災共済協同組合への要請 

(1) 共済契約証書、届出印鑑等を喪失した共済契約者等については、可能な限りの

便宜措置を講ずること。 

(2) 共済金の支払いについては、できる限り迅速に行うよう配慮すること。 

(3) 共済掛金の払込については、契約者のり災の状況に応じて猶予期間の延長を行

う等適宜の措置を講ずること。 

(4) 窓口営業停止等の措置を講じた場合、営業停止等を行う営業店舗名等を、ポス

ターの店舗掲示等の手段を用いて告示するとともに、その旨を新聞やインターネット

のホームページに掲載し、取引者に周知徹底すること。 

（本件に関する照会先） 

金融庁監督局総務課 

電話 ０３－３５０６－６０００（内3380、2688） 

日本銀行本店 

電話 ０３－３２７７－２３６９ 

以上 
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意見書・要望書

重要なお知らせ

ホーム 重要なお知らせ

東日本大震災による不渡手形の状況について

全国銀行協会では、平成23年3月11日の震災当日に内閣府特命担当大臣（金融）および日本銀行総裁の連名により全
国銀行協会会長宛に発出された「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震にかかる災害に対する金融上の措置につ

いて」において、「災害時における手形の不渡処分について配慮すること」が要請されたことを受け、同日、手形交換所を

運営する各地銀行協会に対して、平成23年3月11日から当分の間、全手形交換所において、東日本大震災のため不渡と

なった手形・小切手について、不渡報告への掲載等の猶予（注）を実施することを通知いたしました。

（注） 異議申立がなければ、1か月後に免除決定。 

上記の措置については、福島県の一部地域を除き、4月4日（水）の交換（呈示）分をもって終了しております。 

詳しくは2月16日付全銀協ニュース をご覧ください。

なお、上記の措置により不渡報告への掲載等が猶予された手形・小切手（「東日本大震災による不渡手形」）の枚数は次

のとおりです。

平成24年4月23日更新

平成24年4月23日 3月分

平成24年3月22日 2月分

平成24年2月22日 1月分

平成24年1月23日 12月分

平成23年12月22日 11月分

平成23年11月22日 10月分

平成23年10月24日 9月分

平成23年9月29日 3～8月分

前へ戻る｜ ページTOPへ戻る

1/1ページ重要なお知らせ｜全国銀行協会

2012/06/26http://www.zenginkyo.or.jp/topic/dishonored_draft/index.html
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１．金融検査マニュアル 

【特例措置】（震災により一時的に実態把握が困難な債務者） 

○ 資産査定は、決算期末日（3月末）を基準日と
して、債務者の実態を踏まえ行う

○ 震災により、実態の把握が困難な債務者への
貸出金等については、それまでに把握している
情報に基づき査定し、その旨を「注記」

○ 担保物件の評価に当たっては、決算期末日を
基準日として、当該物件を実地に確認（実査）
する等、現況に基づく評価を行う

○ 再評価・実査が困難な担保物件は、それまで
に把握している情報に基づき査定し、その旨を
「注記」

【運用の明確化】（被災地に限定されず震災の影響を受けている債務者） 

○ 一般的な取扱いとして、赤字の原因が一過性のものであり、短期間に黒字化することが確実と見込まれる債務
者については正常先と判断することとしているが、今般の震災による赤字・延滞を「一過性」のものと判断でき
る場合には、債務者区分の引き下げを行わなくてもよいことを明確化。 

○ 貸倒引当金実績率の算定に当たっては、今般の震災の影響による貸倒等の実績は異常値として、震災の影響が
ない貸出金の実績率等に算入しなくてもよいことを明確化。 

２．監督指針の特例措置（被災地に限定されず震災の影響を受けている債務者）

○ 中小企業に限って、条件変更時の経営再建計
画の策定を最長１年間猶予 

  ○ この取扱いを中小企業以外にも適用 

○ 既に条件変更に応じた中小企業の経営再建計
画の策定猶予期間については再延長も可 

○ 計画期間については、中小企業以外は３年、
中小企業は５年が原則 

  ○ 震災による被害を考慮した合理的な期間の延
長も可（金融検査マニュアルも併せて措置） 
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消費者基本計画（抄） 

【具体的施策】 

１ 消費者の権利の尊重と消費者の自立の支援 

 （２）消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保 

  ア 消費者取引の適正化を図るための施策を着実に推進します。 

施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

46 改正貸金業法を円滑に実施するために必要な施策を検討し

ます。多重債務問題の解決のために、丁寧に事情を聞いてアド

バイスを行う相談窓口の整備・強化などを柱とする「多重債務問

題改善プログラム」を着実に実施します。

消費者庁

警察庁

金融庁

総務省

法務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

経済産業省

継続的に実

施します。

48 外国為替証拠金取引やファンドを取り扱う登録業者につい

て、情報収集に努め、金融商品取引法を厳正に運用するととも

に、投資家保護上必要な行政対応を実施していきます。

また、当局からの破産手続開始の申立てについては、必要

があれば、迅速かつ適切な運用を行います。

金融庁 引き続き実

施します。

60 未公開株、社債、ファンド取引等を利用した高齢者などを狙

った詐欺的商法による新たな消費者被害の事案について、情

報集約から取締りまでを一貫して、かつ迅速に行う体制のもと、

取締りを強化します。また、高齢者に被害が集中していることを

踏まえ、多様なチャネルを通じた注意喚起・普及啓発を強化し

ます。さらに、被害の防止・回復の迅速化等に向けた制度の運

用・整備の在り方についても検討を行います。

特に、無登録業者や無届募集者等による違法な勧誘行為に

ついて、国民に対する情報提供と注意喚起を一層充実させま

す。悪質な業者に対しては文書による警告を行うほか、関係行

政機関の間で情報交換・意見交換を行うことにより、被害の未

然防止及び拡大防止を図ります。

消費者庁

警察庁

金融庁

一部実施済

み（ 注 60）。

継続的に実

施・引き続き

検討します。

60-2 CO2 排出権取引への投資に係る諸問題について、相談の実

態や類似の取引に対する規制の状況等を踏まえ、効果的な対

応策について検討します。

消費者庁

金融庁

経済産業省

環境省

直ちに検討

に着手しま

す。

62 無登録業者等による未公開株の販売等やファンド業者によ

る資金の流用等の詐欺的な事案が見られるところ、関係機関と

連携し、金融商品取引法違反行為を行う者に対する裁判所へ

の差止命令の申立て及びそのための調査の制度の活用を進

めます。

金融庁 引き続き実

施します。

平成 22 年 3 月 30 日

閣 議 決 定 

平成 24 年７月 20 日

一 部 改 定 

資料６－６－１

448



施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

63 消費者信用分野における諸問題について、各関連法令の施

行状況や各業態等における取引実態などを踏まえ、消費者信

用全体の観点から検討します。

金融庁

関係省庁等

引き続き検

討します。

64 金融機関等に対し、不正利用口座に関する情報提供を行う

とともに、広く一般に口座の不正利用問題に対する注意喚起を

促す観点から、当該情報提供の状況等につき、四半期毎に公

表を行います。

「振り込め詐欺救済法に定める預保納付金を巡る諸課題に

関するプロジェクトチーム」による最終取りまとめ（「預保納付金

の具体的使途について」）に基づいて事業の担い手を決定する

とともに、当該担い手において事業運営の公正性・透明性が確

保された上で、両事業が速やかに開始され、広く犯罪被害者等

の支援が展開されるよう、適切な対応を行います。また、被害者

への返金については、引き続き、返金制度の周知徹底を図ると

ともに、金融機関による「被害が疑われる者」に対する積極的な

連絡等の取組を促すことにより、返金率の向上に努めます。

金融庁

財務省

前段につい

て、継続的

に実施しま

す。

一部実施済

み（注 64）。

後段につい

て、引き続き

検討します。

65 キャッシュカード利用者に対し、偽造キャッシュカードによる

被害防止へ向けたカード管理上の注意喚起を実施するととも

に、金融機関の犯罪防止策や犯罪発生後の対応措置への取

組状況をフォローアップし、各種被害手口に対応した金融機関

における防止策等を促進します。

警察庁

金融庁

継続的に実

施します。

66 金融機関に対し、意見交換会等を通じて振り込め詐欺に関

する注意喚起等を引き続き行うことにより、被害の未然防止及

び拡大防止並びに被害回復に向けた金融機関の取組をより一

層促進します。

警察庁

金融庁

継続的に実

施します。

 （３）消費者に対する啓発活動の推進と消費生活に関する教育の充実 

  イ．学校における消費者教育を推進・支援します。 

施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

94 新学習指導要領の内容を反映した副読本や教材などの作

成、担当省庁、国民生活センター、金融広報中央委員会が有

する情報や知識を活用した教育・啓発事業及び教員の指導力

向上を目指したセミナーの開催等については、文部科学省や

教育委員会と連携を図るとともに、外部の専門家などの協力も

得ながら、学校における消費者教育に対する支援を行います。

消費者庁

金融庁

総務省

法務省

関係省庁等

一部実施済

み（ 注 94）。

継続的に実

施します。
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  ウ 地域における消費者教育を推進・支援します。 

施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

96 担当省庁、国民生活センター、金融広報中央委員会が有す

る情報や知識を活用した消費者教育用教材等の作成・配布、

出前講座の実施、又は地域で開催される講座等への講師派遣

などを行い、社会教育施設等地域における消費者教育の推進

を行います。

消費者庁

公正取引委

員会

金融庁

法務省

文部科学省

継続的に実

施します。

 （４）消費者の意見の消費者政策への反映と透明性の確保 

施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

108 審議会委員の選任に当たっては、当該審議会の性格等に応

じて、生活者・消費者を代表する委員の選任に努めます。

関係省庁等 継続的に実

施します。

109 消費者からの情報・相談を受け付ける体制を整備します。 関係省庁等 継続的に実

施します。

 （５）消費者の被害等の救済と消費者の苦情処理・紛争解決の促進 

  ア 消費者被害の救済のための制度の創設に向け検討を行います。 

施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

46 

再

改正貸金業法を円滑に実施するために必要な施策を検討し

ます。多重債務問題の解決のために、丁寧に事情を聞いてアド

バイスを行う相談窓口の整備・強化などを柱とする「多重債務問

題改善プログラム」を着実に実施します。

消費者庁

警察庁

金融庁

総務省

法務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

経済産業省

継続的に実

施します。

  イ 裁判外紛争処理手続（ADR）を行う関係機関等と連携し、消費者の苦情を適切かつ迅速に処理

するとともに、紛争解決を着実に実施します。 

施策

番号
具体的施策 担当省庁等 実施時期

115 金融分野における裁判外紛争解決制度の円滑な実施を図る

とともに、同制度の確実な浸透に向けた広報に取り組んでいき

ます。また、金融トラブル連絡調整協議会等の枠組みも活用

し、指定紛争解決機関間の連携の強化を図ります。

金融庁 継続的に実

施します。

118 金融サービス利用者相談室の在り方について、平成 22年度

以降継続的に検証を行い、その結果と今後の対応方針を必要

に応じて公表するほか、役割の検討、拡充を図ります。

金融庁 継続的に実

施します。
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資料６－７－１ 

金融庁における金融経済教育への取り組み 

平成２４年６月末現在 

年 月 内 容 

12 年 6 月   金融審議会答申において、金融分野における｢消費者教育｣の必要性について

言及 

14 年 11 月 「金融サービス利用者コーナー」を金融庁ウェブサイトに新設 

学校における金融教育の一層の推進のため、文部科学省に対して文書（「学

校における金融教育の一層の推進について」）で要請 

15 年 10 月 中学生・高校生向け副教材「インターネットで学ぼう わたしたちの生活と

金融の働き」を金融庁ウェブサイトに掲載 

16 年 1 月 「金融経済教育を考えるシンポジウム」を主催(参加者数 284 名) 

5 月 児童・生徒と日常的に接している教師から直接意見を聞くための「金融経済

教育に関する懇談会」を３回開催（５～６月） 

7 月 小学生向けパンフレット｢金融庁 くらしと金融｣の作成・ウェブサイト掲載

8 月 「初等中等教育段階における金融経済教育に関するアンケート」結果のウェ

ブサイト掲載 

11 月 中学生・高校生向け副教材の改訂・ウェブサイト掲載 

12 月 高校卒業生向けパンフレット「はじめての金融ガイド」の作成・ウェブサイ

ト掲載 

17 年 2 月～3 月 中学生・高校生向け副教材等(1.8 万部）を全国の中学・高校へ配布し、同

時にこれまでの金融庁の取組等への評価を聞くアンケートを実施 

大臣の私的懇談会である「金融経済教育懇談会」を設置（６月までに７回開

催） 

4 月 副教材等配布に際し行った金融経済教育に関するアンケートの回答結果の

公表 

金融庁ウェブサイト「金融サービス利用者コーナー」を「おしえて金融庁」、

「一般のみなさんへ」に再編 

6 月 金融経済教育懇談会において「論点整理」を公表 

7 月 内閣府、金融庁、文部科学省、日本銀行の４者で「経済教育等に関する関係

省庁連絡会議」を設置。同会議において、今後の経済教育等に関しての「工

程表」を作成。 

12 月 小学生向けパンフレット｢くらしと金融｣の改訂 

12 月 

～18 年 1 月

「お金の使い方と地域社会について考えるシンポジウム」を大阪（12 月 参

加者 359 名）、千葉（1 月 参加者 255 名）にて開催 

18 年 5 月 金融庁ウェブサイト「おしえて金融庁」、「一般のみなさんへ」を改訂し金融

関係団体等へのリンクを充実、KIDS 向けコンテンツを導入 

金融経済教育懇談会（第８回）を開催し、取り組み状況を報告。 

全国の財務局・財務事務所において学校教師との懇談会を実施（19 年３月

末まで） 

9 月 学校における金融経済教育の一層の推進のため、文部科学省に対して文書

（「学校にける金融経済教育の一層の推進について」）で要請。 

12 月 財務局・財務事務所を通じ、都道府県教育委員会に対し、教員向け研修会等

において、金融経済教育関係のカリキュラムを取上げることを文書で要請。

19 年 1 月 「お金の使い方について考えるシンポジウム」を愛知にて開催（参加者 290

名）。 
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年 月 内 容 

2 月 高校卒業生向けパンフレット「はじめての金融ガイド」を大幅改訂し、全国

の高等学校に加え、大学生協、消費生活センター、ハローワーク等に広く配

布（10 万部）するとともに、ウェブサイトに掲載。19 年５月増刷・配付（17

万部）。 

3 月 中学生・高校生向け副教材を改訂し、中学生向け図説パンフレットと高校生

向けパソコンソフトを作成。全国の中学・高校へ配布するとともに、ウェブ

サイトに掲載。 

4 月～6 月 財務局・財務事務所とともに全国の都道府県教育委員会及び県庁所在地の市

教育委員会を訪問し、当庁作成のパンフレット等の活用及び多重債務者発生

予防に関する教育の実施を要請（40 県）。 

9 月 借金（多重債務）問題に関する啓発リーフレットを作成し、ウェブサイトに

掲載するとともに、全国の高等学校へ配付(約６万部)。 

9 月 

～20 年 3 月

「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を広島（９月 参加者

173 名）、大阪（11 月 参加者 164 名）、東京（12 月 参加者 96 名）、愛知（20

年１月 参加者 219 名）、宮城（３月 参加者 152 名）で開催。 

10 月 地方公共団体が行う多重債務者発生予防のための金融経済教育推進の取組

みを支援するため、借金（多重債務）問題に関する啓発リーフレット(約 69

万部)及び「はじめての金融ガイド」（約 27 万部）を全国の都道府県・市区

町村に配布。 

学校における金融経済教育の一層の推進のため、文部科学省に対して文書

（「新学習指導要領における金融経済教育に関する記載の充実について」）で

要請。 

20 年 1 月 小・中・高校の社会科・家庭科の教科書製作会社（17 社 32 名）を対象に金

融経済教育に関する説明会を開催。 

3 月 借金（多重債務）問題に関する啓発リーフレット（改訂版）を全国の地方公

共団体へ配付(約 30 万部)。 

全国の中学・高校・高専・短大・大学の要請に応じ、金融庁作成の教材を無

償配布（中学生向け図説パンフレット約 4 万 7 千部、高校生向けパソコンソ

フト、約 2 千枚）、「はじめての金融ガイド」約 30 万 2 千部、借金問題に関

する啓発リーフレット約 29 万 7 千枚）。 

多重債務者、振り込め詐欺、偽造盗難キャッシュカード等の金融トラブルの

未然防止のため、「はじめての金融ガイド」と併せて活用できるＤＶＤ教材

を作成。全国すべての地方公共団体、大学・短大・高専・高等学校に配布（20

年５月）。 

「はじめての金融ガイド」の活用促進を図るため、講師用指導マニュアルを

作成し、ウェブサイトに掲載。 

4 月 

～21 年 3 月

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布

（「はじめての金融ガイド」約 18 万 1 千部、借金問題に関する啓発リーフレ

ット約 3 万 3 千枚）。 

6 月 

～21 年 3 月

「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を福岡（６月 参加者

134 名）、金沢（９月 参加者 102 名）、札幌（11 月 参加者 172 名）、高松（２

月 参加者 111 名）、熊本(３月 参加者 159 名)で開催。 

21 年 4 月 

～22 年 3 月

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布

（「はじめての金融ガイド」約 23 万 2 千部）。 

22 年 1 月～3 月 「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を沖縄（１月 参加者

130 名）、東京（２月 参加者 97 名）、大阪（２月 参加者 59 名）、広島（２

月 参加者 104 名）、愛知(３月 参加者 167 名)、宮城(３月 参加者 180

名)で開催。 
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年 月 内 容 

 4 月 

～23 年 3 月

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布

（「はじめての金融ガイド」約 17 万 9 千部）。 

11 月 

～23 年 3 月

「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を福岡（11 月 参加者

175 名）、金沢（11 月 参加者 151 名）、高松（12 月 参加者 197 名）、東京

（１月 参加者 107 名、札幌（２月 参加者 128 名）、熊本(３月 参加者 170

名)で開催。 

12 月 

～23 年 3 月

未公開株取引に関するトラブルの発生や拡大を防止するためのパンフレッ

ト「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」を作成

し、ウェブサイトに掲載。また地方公共団体等の要請に応じ、無償配布(約

52 万部）。 

23 年 5 月 各財務局、各金融広報委員会に対して、「金融経済教育に関する各地での協

力」について依頼する事務連絡文書を金融庁、金融広報中央委員会の連名で

発出。 

10 月 「はじめての金融ガイド」を「基礎から学べる金融ガイド」として改訂し、

ウェブサイトに掲載。あわせて、講師用指導マニュアルについても改訂し、

ウェブサイトに掲載。 

12 月 「基礎から学べる金融ガイド」及び同「講師用指導マニュアル」を全国の大

学、高校、地方公共団体等へ配布。  

11 月～12 月 「金融トラブルに巻き込まれないためのシンポジウム」を名古屋（11 月 参

加者 124 名）、那覇（12 月 参加者 140 名）で開催。 

24 年 1 月 「金融トラブルに巻き込まれないためのシンポジウム」を広島（1 月 参加

者 152 名）、大阪（1 月 参加者 134 名）で開催。 

23 年 4 月 

～24 年 3 月

地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布（「実例で学ぶ

「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」約 19 万部）。 

23 年 10 月 

～24 年 3 月

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布（「基

礎から学べる金融ガイド」約 33 万部）。 
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資料６－７－２ 

一般社会人やこれから社会人となる大学生、高校生を対象とした金融取引等の基礎

的知識に関するガイドブック「基礎から学べる金融ガイド」 

ＷＥＢサイトアドレス 

http://www.fsa.go.jp/teach/kou3.pdf
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未公開株取引等に関するトラブルについて、被害の発生や拡大を防止するため、実

例を基に分かりやすく解説した内容のガイドブック 

「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」 

ＷＥＢサイトアドレス 

http://www.fsa.go.jp/common/about/pamphlet/mikoukaikabu.pdf
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資料６－７－３ 
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資料６－７－４

〔個人の部〕

１．清水　彬
　　(山形県)

・地域における金融分野を中心とした講演活動において、自身が作成
した資料を用い、工夫を凝らした講演を行うなど、広く金融知識の普及
に貢献。

２．滝本　忠夫
　　(福島県)

・学生、一般市民等、幅広い年齢層を対象に、様々な講演テーマを掲
げ、積極的に講演活動を行うなど、地域における金融知識の普及に貢
献。

３．安達　正紀
　　(福島県)

・元金融機関職員としての経験を活かし、「金融経済問題」、「金融商
品」、「消費者トラブル」、「ライフプラン」など、多岐にわたるテーマで積
極的に講演活動を行うなど、金融知識の普及に貢献。

４．原口　みどり
　　(千葉県)

・教員として、生徒のみならず教員、保護者、地域住民に対しても金融
教育の重要性を働きかけ、金融教育研究校の委嘱を2度受けるなど、
金融知識の普及に貢献。

５．鈴木　昭子
　　(東京都)

・元教員としての経験を活かし、学生、一般市民等、幅広い年齢層を対
象とした講演会等の講演活動を行うほか、少年矯正施設において社会
復帰支援の一環として、金融知識啓発の活動を行うなど、金融知識の
普及に貢献。

６．田代　理公子
　　(静岡県)

・FPとしての豊富な知識と経験を活かし、児童から高齢者までの幅広
い年齢層に対し、各層に分かりやすい講演を積極的に行うなど、広く金
融知識の普及に貢献。

７．森島　憲治
　　(大阪府)

・税理士、ＦＰとしての豊富な経験を活かし、「税金」、「相続」、「資産形
成」、「金融・金銭教育」など、多岐にわたる分野で、府外を含む地域へ
も講演活動を行うなど、金融知識の普及に貢献。

８．中村　久枝
　　(山口県)

・消費生活相談員、FPとしての広い視野と豊富な知識を活かし、「退職
前の生活設計」などの身近なテーマを中心とした講演活動を通じて、金
融知識の普及に貢献。

９．小串　惠子
　　(福岡県)

・FPとしての豊富な知識と経験を活かし、地域における金融分野の講
演活動や、マスメディアへの出演など積極的に情報発信を行っており、
広く金融知識の普及に貢献。

10．橋野　君佳
　  (熊本県)

・高齢者、婦人会などを対象に、悪質商法対策をはじめとする金融分
野に関して、身近な実例を示すなどの工夫を凝らした講演活動を積極
的に行うなど、金融知識の普及に貢献。

２ ０ １ １ 年　度　金　融　知　識　普　及　功　績　者 一 覧
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〔団体の部〕

１．額校下婦人部ボランティア
サークル　おもちゃ箱
　　(石川県)

・園児、児童、生徒を対象として、自作による布製のおもちゃを使った
「お買い物ごっこ」を実施し、実践的に楽しみながら正しい金銭感覚を
身につけさせるなど、疑似体験を通じて、積極的に金融教育に取り組
んでいる。

２．津市立一身田中学校
　　(三重県)

・「起業教育」、「職場体験学習」、「職場訪問」など体験活動を積極的に
導入し、働くことや生きることの意味や目的を自ら明確にするとともに、
将来への夢や希望を持ち、社会とのかかわりを認識しながら自己実現
していくための基礎を培う「キャリア教育」を学校の教育目標と位置づ
け、金融教育の実践に取り組んでいる。

３．宇和島市立宇和津小学校
　　(愛媛県)

・教科等における金銭教育に関する授業実践、金融広報アドバイザー
を迎えての授業公開・講演会、通信等による家庭や地域への啓発活動
など、学校全体で積極的に金融教育の実践に取り組んでいる。
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資料６－７－５ 

金融知識普及を目的として金融機関団体等が開催した 

各種事業に対する金融庁の「後援」名義使用承認状況 

承認日 主   催 開催日(期間) 事 業 等 の 名 称 

23/8/12 経済教育学会 23 年９月 30日～ 

10 月２日 

経済教育学会第 27回全国大会 

23/8/22 日本証券業協会 23 年９月 24日～ 

11 月６日 

平成 23年度「投資の日」記念イ

ベント 

23/9/15 日本証券業協会 23年 11月 26日 金融経済教育に関する学校長セ

ミナー～自立した社会人育成に

向けて～ 

23/11/17 日本証券業協会 23年 12月 26日～

24 年１月 10日 

金融経済教育フォーラム 

24/1/16 金融知力普及協会 24 年１月 22日 第 6 回全国高校生金融経済クイ

ズ選手権「エコノミクス甲子園」

24/2/17 ㈶生命保険文化センタ

ー 

24 年５月 15日～ 

９月 10日 

第 50回中学生作文コンクール 

24/5/10 金融広報中央委員会 24 年６月１日～ 

25 年３月 20日 

第 45回「おかねの作文」コンク

ール（中学生向け） 

24/5/10 金融広報中央委員会 24 年６月１日～ 

25 年３月 20日 

第 10回「金融と経済を考える」

高校生小論文コンクール 

24/5/10 金融広報中央委員会 24 年６月１日～ 

25 年３月 20日 

第 9 回金融教育に関する小論

文・実践報告コンクール 

24/5/10 金融広報中央委員会 24 年８月～ 

25 年１月 

2012 年度「親子のためのおかね

学習フェスタ」 

24/5/10 金融広報中央委員会 24 年７月 31日 2012 年度「教員のための金融教

育セミナー」 

24/5/29 ㈱日本経済新聞社 24 年５月～ 

25 年３月 

第 13回日経 STOCK リーグ 

24/5/29 ㈳投資信託協会 24 年６月 16日～ 

25 年２月２日 

投信フォーラム 2012 

24/5/29 日本ファイナンシャ

ル・プランナーズ協会 

24 年６月１日～ 

10月 31日 

小学生『夢をかなえる』作文全国

コンクール 

24/6/12 全国公民科・社会科教

育研究会 

24 年８月７日～ 

８月９日 

証券・経済セミナー 
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承認日 主   催 開催日(期間) 事 業 等 の 名 称 

24/6/12 日本証券業協会 24 年７月 30日～ 

８月 17日 

教員向け金融経済夏期セミナー 

24/6/25 日本証券業協会 24 年８月 10日 金融経済教育に関する学校長セ

ミナー～自立した社会人育成に

向けて～ 

24/6/25 日本ファイナンシャ

ル・プランナーズ協会 

24年 10月～11月 平成 24年度「FPの日Ⓡ（全国一

斉 FPフォーラム）」 
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